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序     文 

 

 

国際協力機構はモロッコ政府からの要請を受け、技術協力プロジェクト「水産物付加価値向上

促進計画」を実施することとなりました。 

当機構は、本計画の協力内容を把握し、協力効果の事前評価を行うとともに、今後、日本及び

モロッコ両国が取るべき措置を両政府に提言することを目的として、平成 16 年 11 月 24 日から

12 月 23 日にかけて、当機構 農村開発部 水産開発チーム 勝山 潔志を団長とする事前調査団

を派遣いたしました。 

調査団はモロッコ政府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、プロジェクト・サイトで

の現地調査を実施し、プロジェクトの運営や事業内容等の検討を行いました。そして、帰国後の

国内作業を経て調査結果を本報告書にまとめました。 

この報告が今後の協力にさらなる発展のための指針になるとともに、本計画によって達成され

る成果が、同国の発展に貢献することを期待しております。 

終わりに本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成 17 年 5 月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部   

部長 古賀 重成 
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写真 

   
左：卸売市場における「競り」の様子（カサブランカ市場） 
右：卸売市場内にある鮮魚輸出業者（カサブランカ市場） 
 

   
左：大手スーパーでの水産加工食品売り場（アガディール） 
右：アンチョビ瓶詰め工場（アガディール近郊） 
 

   
左：消費者市場の鮮魚売り場（カサブランカ） 
右：協議の風景（ラバト） 
  



 

  

略語表 

 

略語 正式名称（英または仏） 和名 

C/P Counterpart カウンターパート 

CSVTPM Le Centre Spécialisé de Valorisqtion et 
de Technologie des Produits de la Mer

水産物加工開発研究センター 

FAO Food and Agriculture Organization of 

the United Nations 

国連食糧農業機関 

FENIP Federation Nationale des Industries de 

Transformation et de Valorisation des 

Produits de la Peche 

全国水産物加業連盟 

HACCP Hazard Analysis (and) Critical Control 

Point 

危害分析（に基づく）重要管理点（監

視）方式 

INRH L’Institut National de Recherche 
Halieutique 

国立海洋漁業研究所 

ISTPM L’Institut Specialise de Technologie 
des Pêches Maritimes 

漁業技術高等学院 

JCC Joint Coordinate Commitee 合同調整委員会 

MADPM Ministère de l'Agriculture, de 
Développements Rural et des Pêches 
Maritimes 

農業・農村開発・海洋漁業省 

（特に水産セクターでは、「漁業省」と

称されていることが多い。） 

ONP L’Office National de Pêche 漁業公社 

PGQ Programme de Gestion de la Qualité （水産物）衛生品質管理方式 

PDM Project Design Matrix プロジェクト･デザイン･マトリクス 

PO Plan of Operation 活動計画 



 

  

事前評価表 

１．案件名 

水産物付加価値向上促進計画（旧名：水産物開発技術センター計画） 

２．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 ： 

本プロジェクトは、2003 年に設立された国立専門技術機関である水産物開発技術セン

ター（以下、「CSVPTM」）の研究者を対象に協力を実施し、CSVTPM が漁民を含めた水産業

界に対して、水産物の付加価値向上に関する提案ができるようになることを目標とする。

プロジェクトの活動は対象地域を限定しないが、試験研究については CSVTPM が立地する

アガディール地区を中心とし、零細漁民や政府関係機関を含めた全国の水産業界を巻き込

んだかたちで実施する。具体的な取り組みとしては①水産物加工及び衛生品質管理に関す

る水産業界のニーズ分析、②水産物加工品の新製品開発、③衛生品質管理ガイドラインの

検討、④零細漁業に対する漁獲物の衛生品質管理及び簡易な加工技術についての提案、

⑤CSVTPM の広報活動の充実を試みる。 

（2）協力期間 ： 2005 年 3 月～2008 年 3 月（3年間） 

（3）協力総額（日本側）：約 1.8 億円 

（4）協力相手先機関：国立海洋漁業研究所（INRH）水産物開発技術センター（CSVPTM）

（5）国内協力機関：特になし 

（6）裨益対象者及び規模 

直接の裨益対象者：CSVTPM 職員 10 人 

間接的な裨益対象者：加工流通業者  約 300 工場（約 60,000 人）、 

沿岸漁業船    約 450 隻（約 10,000 人）、 

零細漁船      約 2,500 隻（約 59,000 人） 

３．協力の必要性・位置付け 

（1）現状及び問題点 

「モ」国は近年、輸出入の規制緩和を図ることによって持続的な経済成長を目指してお

り、経済成長率で見ると 1999 年はマイナス 0.7％であったものが 2000 年にはプラス

0.9％、2001 年にはプラス 6.5％と順調な経済成長を遂げている。輸出額構成比を見ると、

工業製品は 2001 年の 52.6％（輸出額 1位）、農林水産物は 24.0％（輸出額 2位）、リン鉱

石は 6.1％（輸出額 3位）となっており、農林水産業は鉱工業に次いで重要産業となって

いる。 

農林水産業の中でも「モ」国水産業はアフリカ随一の漁獲量（2002 年統計：約 960 万

トン）を誇り、国の総輸出額の約 16％（2002 年統計）、農林水産物の輸出額の中では約

55％（2002 年統計）を占める。漁業従事者は、「モ」国での分類によると、零細漁民で約

11 万人、沿岸漁民で約 9 万人、遠洋漁民で約 1 万人存在するが、加工場等で働く間接的

従事者を含めると水産業界は約 40 万人（全就労人口の約 4％）の労働者を吸収する産業

となっている。 

しかし、近年は過剰漁獲等の理由によって漁獲量は減少傾向にあり、2001 年には約 110

万トン漁獲されていたものが 2003 年は約 90 万トンまで減少している。2004 年には 8 ヶ

月に及ぶタコの禁漁措置が採られる等、漁獲規制等により資源の減少を食い止める方策が

試行されつつあるが、加工品の多様化、品質の向上、鮮度の向上及び未利用資源の利用促

進等、限りある資源を有効に利用していくことも望まれる。 

一方で、「モ」国の水産資源利用の現状としては、鮮魚として流通させる他、加工品は

冷凍・缶詰・瓶詰め・魚粉加工利用等 1次加工と簡易な 2次加工（これらの産品が全体量

の約 80％を占める）に限定されており、有効に利用されているとは言い難い。また、近

年は水産加工品の主要な輸出先である EU（輸出総量の内約 42％）からも食品安全基準（EU

基準）の順守が求められており、その対応が喫緊の課題となっている。零細漁業において

は、簡易な鮮度保持や加工技術すら欠如しており、漁獲物の販売能力、未利用資源の有効



 

  

利用技術が立ち遅れているため、零細漁民は所得向上の機会を逸しており、その対策が望

まれている。 

このような問題を解決するため、「モ」国政府は漁民を含めた水産業界が進める付加価

値向上を支援することを目的に、CSVTPM を設立した（2004 年 2 月）。しかし、CSVTPM は

未だ実践的な加工・衛生品質管理の経験が少なく、加工場や漁業者との連携協力も現状で

は進んでいないことから、本プロジェクトでは上述 2.（1）のとおり、CSVTPM 研究者の能

力を強化すると共に、漁民を含めた水産業界のニーズに即した研究開発が行われる体制の

構築が求められている。 

 

（2）相手国政府国家政策上の位置付け 

・「モ」国の国家社会経済開発計画では水産セクターの開発課題として、「持続的な水産経

済発展の強化と国内水産の全ての部門における雇用機会の創出」及び「国内地域及び

社会階層別による水産分野における生活水準格差の是正と生活向上」を挙げている。

・「モ」国農業・農村開発・海洋漁業省（以下、 「漁業省」）は「5ヵ年漁業開発計画」（1999

年）で「高付加価値を持った水産加工品の開発」、「鮮魚及び水産加工品の品質向上」

及び「零細漁業振興」を優先目標としている。 

 

（3）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

・JICA の対モロッコ国別事業実施計画では、①開発が遅れている地域に対する支援、②

輸出振興を目指した水産業等の主要産業支援、③環境保全、④主に西アフリカ仏語圏諸国

との南南協力支援を援助の重点課題としている。本案件は②の水産物の高付加価値化によ

る水産業の振興に貢献するものであり、零細漁民へのアプローチは①の地域間格差是正に

も寄与する。また、資源の有効利用という面で③の環境保全に貢献しており、「モ」国側

は将来的に本協力の成果をもとに④の南南協力を視野に入れていることから、本協力方針

に合致している。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（1）協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

目標：水産物の付加価値向上に関する方法が CSVTPM の活動を通して水産業界1に提案

される 

指標：①少なくとも 3タイプ以上の試作品が商品として水産業界に提案される 

②「モ」国における衛生品質管理ガイドラインのドラフトが水産業界に提案さ

れる 

  

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

目標：CSVTPM が開発に関係した新しい水産加工品及び衛生品質管理に関する手法や

知見が水産業界で活用される 

指標：①CSVTPM が開発に関係した水産加工品が少なくとも数種類市場に流通する 

②CSVTPM が実施した成分分析結果の内、少なくとも数件は水産業界で活用され

る（製品のラベルに記載される、水産訓練校の教科書やマニュアルに使われ

る） 

③CSVTPM から提案された水産物の保存方法及び鮮度向上に関する取り組みが水

産業界に取り入れられる 
 

（2）成果（アウトプット）と活動 

                                                 
1 本プロジェクトの枠組みで述べる水産業界とは個人を含む民間関係者及び政府関係機関を示す。 



 

  

成果 1 ：業界のニーズが CSVTPM の研究開発テーマに十分反映される 

活動 1-1：加工場等の訪問調査により、加工業界の抱える問題を把握し、その解析を行

う 

1-2：衛生品質管理の問題及び国際ニーズに対する「モ」国の対応の現状を把握し

解析する 

1-3：CSVTPM 運営管理委員会及び技術委員会で研究テーマとその内容について検

討・決定し、進捗状況をモニタリングする 

（指標）・運営管理委員会が実施する CSVTPM 活動評価が 5段階で 4以上となる 

・CSVTPM の活動成果に対する水産業界からの意見が研究テーマに反映される 

 

成果 2  ：CSVTPM の水産加工分野の研究開発能力が向上し、新商品開発の可能性が高

まる 

活動 2-1：C/P に対する加工品製造指導を行う 

2-2：水産物加工品製造マニュアルを作成する 

2-3：企業技術者等に対する水産物加工品製造研修を行う 

2-4：企業との新製品共同開発試験を行う 

2-5：試作品を見本市や試食会で発表する 

（指標）・C/P が水産加工に関する研究テーマを実施するために必要な資機材の使用方

法を習得する 

・C/P が水産加工品の加工手順を習得する 

・C/P により水産加工の企業技術者向け訓練コースが実施される 

・企業の技術者たちと共同して 10 種類以上のサンプル製品が作成される 

・関係諸団体と共同で、サンプル製品紹介のための見本市や試食・展示会をプ

ロジェクト期間中に 2回以上実施される 

 

成果 3 ：CSVTPM の衛生品質管理分野の試験研究能力が向上し、「モ」国版の衛生品質

管理ガイドラインの検討が進められる 

活動 3-1：C/P に対する衛生品質分析技術指導を行う 

3-2：水産物の保存方法及び鮮度変化に関する分析を実施し、その結果の取り纏め

を行う 

3-3：水産物の衛生検査、原料の成分分析及び製品の品質分析等の化学分析を実施

し、その取り纏めを行う 

3-4：企業技術者等に対する製品の品質改善研修を行う 

3-5：魚食普及のための水産物の有効成分分析結果を様々な場で発表する 

（指標）・C/P が衛生品質管理の研究テーマを実施するために必要な資機材の使用方法

を習得する 

・C/P が衛生品質管理に関する検査手順を習得する 

・「モ」国における衛生品質管理ガイドラインのドラフトが作成される 

・C/P により水産物の品質向上に関する企業技術者向けの訓練コースが実施さ

れる 

・プロジェクト期間中の見本市や試食・展示会で水産物の有効成分分析結果の

データが 2回以上発表される 

 

成果 4  ：零細漁業の漁獲物品質向上及び加工技術が提案される 

活動 4-1：零細漁村における漁獲物の衛生品質管理及び加工品製造に関する現状を調査

する 

4-2：モデル零細漁村 2ヶ所を選定する 



 

  

4-3：モデル漁村で加工技術指導を行う  

4-4：モデル漁村での漁獲物衛生品質管理技術の指導を行う 

（指標）・零細漁業向け水産物品質向上マニュアルが作成される 

・零細漁村向け水産加工マニュアルが作成される。 

 

成果 5  ：CSVTPM の広報活動が定期的に行われる 

活動 5-1：CSVTPM の実施する研究開発の紹介に関するニュースレターを発行する 

5-2：CSVTPM のウエブサイトに活動情報を提供する 

（指標）・CSVTPM のニュースレターが年に 2回以上発行される 

・ウエブサイトが年に 2回以上更新される 

 

（3）投入（インプット） 

①日本側（総額 約 1.8 億円） 

a）専門家派遣：（滞在型 2名）チーフアドバイザー/水産加工技術、 

業務調整/衛生品質管理 

(短期）水産物加工、衛生品質管理、検査分析に関する各種技術分野

及び広報技術 等 

b）供与機材：加工用機材、分析機材、普及用車両 等 

c) 研修員受け入れ：日本又は第三国での研修に毎年 2～3名受け入れ 

d) ｄ)プロジェクト活動費：プロジェクト終了後にも継続的な支出を伴わず、且つ「モ」国

側の負担が困難なもののみ日本側が負担する。 
②「モ」国側 

a）C/P：（政府）CSVTPM 所長（プロジェクトマネージャー）1名 

CSVTPM 研究者 5名（2005 年度に 1名増員され 6名となる予定） 

CSVTPM 技官 4名（2005 年度に 1名増員され 5名となる予定） 

（共同での活動実施者） 

水産物加工会社の技術者（セミナー参加者・共同開発者） 

水産物流通業者（セミナー参加者・共同研究者） 

漁民（モデル漁村グループ） 

※プロジェクト開始後に詳細は決定されるため人数等は未定 

b）建物・設備・機材：水産物開発技術 CSVTPM 試験研究施設・資機材、執務スペース、

会議室 

c）プロジェクト活動費：本プロジェクト終了後も必要となる通常経費（研究開発及び

品質検査等に関する試料並びに薬剤等の消耗品経費も含む）

 

（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

プロジェクト上位目標とプロジェクト目標を達成するための外部条件は下記の通りで

ある。 

・零細漁業振興政策が継続する 

・水産物の輸出振興政策が継続する 

・魚食振興政策が行われる 

５．評価 5項目による評価結果 

（1）妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

・「モ」国の国家政策上の位置付けは水産物の付加価値向上及び零細漁民の生計向上を目

指すプロジェクトの方向性と合致している（3.（2）参照）。 

・我が国援助政策及び JICA 国別事業実施計画上の位置付けに関してもプロジェクトの方

向性と合致している（3.（3）参照）。 



 

  

・頭足類等の水産資源の激減（3.（1）参照）により、加工原料の調達が困難になってお

り、未利用資源の有効利用に関する研究開発活動への期待は高く、プロジェクトの方向

性と合致している。 

・2005 年 1月、EU との貿易自由化協定の発効（トレーザビリティーを含む EU の食品安全

基準の順守）で、加工業界はその対応に迫られており、衛生品質管理に関する体制整備

を目指す研究開発活動への期待は高く、プロジェクトの方向性と合致している。 

 

（2）有効性 

本案件は以下の理由から高い有効性が認められる。  

・水産加工及び漁船業界代表者並びに同分野に 関係する研究機関の代表者等が運営管理

委員会に参加することになっており、実務者レベルでも上述関係者を招いて技術委員

会を設定している。従って、CSVTPM が業界のニーズを研究活動に反映させやすいシス

テム作りを行っており、プロジェクトの目指す加工及び衛生品質管理に関する産官共

同開発の基礎は整っており、プロジェクトで開発された製品及び手法が実際に商品化、

導入される可能性が高い。 

・プロジェクトの計画として、加工業者及び漁民等のニーズ調査、CSVTPM の C/P に対す

る技術指導、民間との共同開発、見本市・試食会及びウェブ上での広報活動といった段

階的かつ包括的なアプローチを取っており、目標達成を容易にしている。 

 

（3）効率性 

本案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・「モ」国では現在、全国普及センターを C/P 機関とした技術協力プロジェクト「零細漁

業改良普及システム整備計画」（2001 年度～2005 年度）が実施されており、零細漁民向

け加工マニュアル等を共同で開発することが可能である。 

・無償資金協力（2003 年度完成）により CSVTPM に供与された機材の仕様は、企業規模で

使用されることを前提としたものである。本プロジェクトではこれらの投入を利用し

て、企業と共同での研究開発を行う予定になっており、新たな機材の投入は最小限に抑

えられるため効率性は高い。 

・5.（2）に述べた運営管理委員会及び技術委員会の構成者である漁業技術高等学院（以

下、「ISTPM」）及び海洋研究所が、研究室や訓練船等を提供して、CSVTPM との共同研究

や情報交換等を行うことが期待されており、投入量が抑えられる他、お互いの機関が有

する技術を相互補完的に高めることが出来ると期待される。 

・CSVTPM のあるアガディール地区には全国の加工場の 3 割以上が集まる「モ」国水産業

の重要地であり、産業界ニーズの吸い上げに適した立地条件にある。（普及対象となる

モデル零細漁村もアガディール近辺に設定可能である） 

 

（4）インパクト 

本案件実施によるインパクトは以下のように期待される 

・零細漁民を対象とした活動に関しては、本プ ロジェクトでの研究成果やモデル漁村で

の活動成果を全国普及センター（現在は訓練学校 8 校が支部機能を果たしており、そ

の一つとして ISTPM が CSVTPM の近隣に存在する）が活用することになっており、成果

が全国に広まる仕組みが整っている。 

・試食会や見本市の結果を CSVTPM の研究開発に反映させることによって、「モ」国民の

嗜好にあった水産加工品が開発されると予測され、国内の水産物消費が増大し、食品

の消費者市場が活性化される可能性がある。 

・CSVTPM によって提案された加工技術及び衛生品質管理手法が水産業界に取り入れられ、

「モ」国水産物の付加価値が向上することによって、現在は廃棄されている漁獲物の残

滓や非可食部等の有効利用が進み、漁獲圧力が軽減されるものと期待される。 



 

  

・プロジェクトが裨益対象として設定した加工場や沿岸漁船は、多くの労働者を雇用して

おり（約 7万人：平均 1工場あたり約 200 人、1漁船あたり約 22 人）、プロジェクトの

活動により加工場・沿岸漁船の稼働率が向上すれば、彼らの生計向上に寄与するもので

あると考えられる。また、プロジェクトは零細漁民が実施可能な加工品開発及び衛生品

質管理も対象としており、彼らの生計向上も見込まれる。 

 

（5）自立発展性 

本案件は以下のように自立発展性が高いと考えられる。 

・本プロジェクトでは、日本で確立されている各加工形態（例えば、缶詰、魚肉ソーセー

ジ等）を中心に技術移転の計画を組み立てず、「モ」国内のニーズ調査及び分析を基に

技術移転の計画を立て、加工場と共同で研究開発を進める予定である。従って、単なる

日本の加工技術の紹介に留まらず、「モ」国の嗜好性に合った商品の開発に取り組むこ

とが出来る。そのため開発した商品が「モ」国加工業界に継続的に取り入れられる可能

性が高い。 

・CSVTPM には所長（プロジェクトマネージャー）、5 人の研究者（C/P 要員）及び 4 人の

技官（C/P 要員）が配置されており、さらに 2005 年の予算として CSVTPM の微生物研究

室に主任研究者、技官それぞれ 1 名を配置する予定となっている。従って、CSVTPM 運

営に関わる適切な人材が確保されているといえる。また、C/P は全て正規職員として採

用されているため、継続的に CSVTPM に所属することとなるため、プロジェクト終了後

にも活動が継続する可能性が高い。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

（1）貧困：本プロジェクトでは、低所得層である沿岸漁船の乗組員及び貧困度の高い零

細漁民も受益者となる活動が含まれている。（5.（4）最終項を参照）。 

（2）ジェンダー：缶詰、瓶詰、冷凍加工場では多くの女性が就業しており、プロジェク

トの活動により工場の製造が安定・成長することが予測され、女性の就業機会の増

加や収入の安定が期待されている。 

（3）環境： 漁獲物の漁獲後ロスの削減、残滓の有効活用及び低・未利用資源の利用が研

究テーマに入っており、減少しつつある資源の有効利用を実現し、持続性のある漁

業に貢献する。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「零細漁業改良普及システム整備計画」（2001 年度～2006 年度） 

この普及プロジェクトではモデル漁村（12 漁村）を設定し、漁民グループの主体的な

活動を推進している。現在のところ、この活動は途中段階にあるが、漁民が資源に悪影響

を与える漁具を自主的に廃止する等の成果も出始めている。本プロジェクトにおいても、

アプローチの頻度、対象地域は少ないもののモデル漁村（2漁村）を設定し漁民と連携し

て活動を実施する予定であるため、漁民の主体性向上に貢献するものと考えられる。 

８．今後の評価計画 

（1）プロジェクトの開始後 1.5 年経過時点（2006 年）中間評価  

※ただし小規模な調査とする 

（2）プロジェクト終了の半年前（2007 年）：終了時評価 
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第 1 章 事前調査団派遣の概要 

 
1-1 調査実施概要（経緯と目的） 

 

モロッコ王国（以下、「モ」国）の水産業は、年間水揚量が 70.8 万トン（1998 年）あり、

輸出額の 15.0％である 65 億 DH（1997 年、1DH=12.72 円（1997 年平均レート）、含水産加工

品）を占め、農業、軽工業、鉱業、観光業と並ぶ重要産業の一つである。また、同産業に

おける「モ」国と我が国の関係は深く、年間 2～3億ドルの水産物（タコ、イカ等）を輸入

している他、マグロ漁業に関しても協定（1985 年以降毎年）を締結している。 

一方で、「モ」国が水揚げする水産物は、冷凍・缶詰・魚粉魚油・フィレ加工の他は、加

工の対象となる魚種や加工形態が限られているため、水産物の利用も限定されている。ま

た、主要な輸出先である EU が独自の食品安全基準を設定し強化していることから、現状に

おいて「モ」国水産加工品で同基準を満たすものは少ない。さらに、零細漁業においては、

簡易な加工技術・品質管理技術すら欠如しており、漁獲物の販売能力、未利用資源の有効

利用技術において著しく立ち遅れている。 

「モ」国農業・農村開発・海洋漁業省（以下、 「漁業省」）は「5ヵ年漁業開発計画」（1999

年）を策定し、上述の問題に対し①「高付加価値を伴った水産加工品の開発」と②「鮮魚

及び水産加工品の品質向上」を優先目標として掲げた。これらの目標のもと、水産加工業

界及び国内市場が活性化されるとともに、EU を中心とした国外市場への輸出競争力を強化

することが、同国水産セクターの課題となっている。 

以上を背景に、2003 年 3 月に国立海洋漁業研究所（以下、INRH）の専門研究機関として、

水産物開発技術センター（以下、「CSVPTM」）が日本の無償資金協力により設立され、水産

物加工ならびに検査分析に必要な機材も整備された。「モ」国は CSVPTM に水産加工開発研

究分野及び衛生品質管理分野の技術者と研究者を配置するとともに、水産業界の幅広いニ

ーズに対応するため、CSVTPM 研究者、民間代表、政府機関で構成される CSVTPM 運営管理委

員会を組織した。 

今後、同委員会を含めた CSVTPM を機能させ、水産物加工等の民間側とともに零細漁民の

ニーズを的確に踏まえ、水産業界を活性化させることが求められている。 

これらを背景に、「モ」国は 2003 年度、日本に技術協力プロジェクトを要請し（2003 年

10 月頃採択）、2004 年度「水産物付加価値向上促進計画（旧名：水産物開発技術センター

計画）2」に係る事前調査が実施されることとなった。 

今回の調査では、2003 年度に派遣された無償資金協力運営指導専門家の白鳥氏の技術報

告書、同年度に作成された本件の要望調査票、2004 年 6 月に実施した CSVTPM に関する調査

報告（農村開発部調査役）等によるプロジェクトの骨子及び提案事項を受け、「水産物付加

価値向上促進計画」の立ち上げを目指して現地関連機関との調整及び追加情報の収集を行

うとともに、協力の基本構想（R/D 案、PDM 案、実施体制案ほか）について先方とミニッツ

で確認することを目的とした。 

 

1-2 調査団の構成と調査日程 

 

1-2-1 調査団の団員構成 

(1) 総括     勝山 潔志 国際協力機構 農村開発部 調査役 

(2) 水産加工開発 白鳥 善宣 株式会社極洋総務部水産コンサルタントチーム技術顧問  

                                                 
2 本技術協力プロジェクトは採択当時「水産物開発技術センター計画」という名称を用いたが、過去に実施した無償資

金協力と同様の名称であり、混乱を招く可能性があったため、本調査以降「水産物付加価値向上促進計画」を正式な名

称とすることとした。なお、本件は今回の調査時に「モ」国政府側からも了承を得ている。 
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(3) 衛生品質管理 野村 茂登   株式会社極洋 総務部水産コンサルタントチーム 職員 

(4) 評価分析   宇田川 和夫 アイ・シーネット株式会社 コンサルタント 

(5) 協力計画   小林 龍太郎 国際協力機構 農村開発部 水産開発チーム 職員 

(6) 通訳     関田 眞理子 

※JICA モロッコ事務所より徳田職員、漁業省より漁業振興アドバイザー難波専門家が同行 

 

1-2-2 調査日程 

 月日 水産加工開発、衛生品質管理、評価分析 官団員 

1 11/24 移動（東京 11:10→パリ 15:45）JL405  

2 11/25 午前：移動（パリ 8:20→ラバト 10:15） 

空路 AF2958 

JICA 事務所との打ち合わせ 

午後：大使館、漁業省及び関係機関への表

敬訪問 

移動（ラバト→カサブランカ）陸路  

3 11/26 午前：INRH 本部表敬 

午後：移動（カサブランカ 16:40→ 

アガディール 17:35）空路 AT425  

4 11/27 CSVTPM 到着、先行調査開始  

5 11/28 先行調査  

6 11/29 先行調査  

7 11/30 先行調査  

8 12/1 先行調査  

9 12/2 先行調査  

10 12/3 先行調査  

11 12/4 先行調査  

12 12/5 先行調査  

13 12/6 先行調査 移動（東京 11:50→パリ 16:25）空

路 NH205 

14 12/7 先行調査 午前：移動（パリ 08:20→ラバト

10:15）空路 AF2958 

午後：JICA 事務所、漁業省打合せ

15 12/8 先行調査 午前：移動（ラバト→ララシュ）

陸路 

午後：CQPM ララシュ表敬訪問、専

門家ヒアリング 

16 12/9 先行調査 C/P、専門家とプロジェクトの活動

計画策定 

17 12/10 先行調査 午前：移動（ララシュ→カサブラ

ンカ）陸路 

午後：INRH 表敬訪問、打合せ 

18 12/11 先行調査 市場調査、加工品、漁港調査      

19 12/12 先行調査 移動（カサブランカ 16:40→アガ

ディール 17:35）空路 AT425 

20 12/13 午前：CSVTPM 設備等の視察 

午後：先行団員の作業状況確認 

21 12/14 研究者からの聞き取り 
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22 12/15 午前：運営委員会メンバーからの聞き取り 

午後：民間加工場、鮮魚出荷場等の視察 

23 12/16 移動（アガディール 10:25→カサブランカ 11:25→ラバト陸路）AT422 

午後：CSVTPM での計画協議 

24 12/17 全日：CSVTPM での計画協議 

25 12/18 ミニッツ準備 

26 12/19 ミニッツ準備 

27 12/20 午前：ミニッツ準備 

午後：ミニッツ署名 

午前：プロジェクト運営指導協議

午後：ミニッツ署名 

28 12/21 午前：CSVTPM 計画ミニッツ署名 

午後：大使館・JICA 事務所報告 

29 12/22 移動（ラバト 11:15→パリ 15:10）空路 AF2959 

移動（パリ 18:05→ ）空路 JL406 及び AT206（コードシェア便） 

30 12/23 移動（ →東京 14:00） 

※網掛けの部分は、「零細漁業改良普及システム整備計画」の運営指導調査を実施した 

 

1-3 調査の流れ 

 

1-3-1 先行調査：ニーズの把握 

・ 技術分野団員（2 名）ならびにプロジェクト効果分析団員（1 名）は先行して調査に入

り、初期の段階で、民間加工場や漁港（漁民の活動）等を視察し、加工従事者、漁民、

水産物消費者のニーズ調査を実施した。 

・ CSVTPM の施設視察や CSVTPM 研究者との対話を通じ、カウンターパート（以下、「C/P」）

のニーズ調査や技術レベルの把握を行った。 

・ 評価分析団員の主導で、参加型ワークショップを行い、日本で作成したＰＤＭ案、コン

セプト図等を用いて、プロジェクトの骨子を説明、参加型手法により問題分析・問題の

共有化等を行った。ワークショップは CSVTPM 運営委員会のメンバーを含めて行った。 

1-3-2 先行調査：PDM 案、PO 素案の作成 

・ 上述の結果を基に PDM 案の修正を行った。 

・ 水産加工開発団員、衛生品質管理団員が中心となり、C/P と共に PO 素案を作成した。内

容は上述の PDM 案やワークショップでの協議結果を反映させた。また、同時に短期専門

家の派遣計画や機材供与、セミナー開催等の計画をＰＯ素案に反映させるかたちで作成

した。 

1-3-3 本体調査：PDM、PO 案の修正及び協議 

・ 官団員は先行調査の 2 週間後に合流、それまでの作業の進捗状況を確認するとともに、

団員全員で追加調査（聞き取り、視察等）を実施した。 

・ これまで作成してきた PDM、PO 案や調査の内容を通じてミニッツ案を作成した。同案に

ついて CSVTPM 関係者、ラバト本省の関係者と協議し、総括が署名した。 

・ 同協議の場で、今後の予定について相手方と確認を行った。 

・ JICA 事務所ならびに大使館に調査結果を報告した（調査最終日）。 

 

1-4 主要面談者 

在モロッコ日本大使館 

・八角一等書記官 

・日向寺一等書記官 

 

JICA モロッコ事務所 
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・辻岡所長 

・小畑次長 

・徳田所員 

 

農業農村開発海洋漁業省 

・次官 Mr. RHANMI  Tijani 

・法務協力局部長 Mr. Yous sef OUATI 

・INRH 所長 Mr. Abdellatif BERRAHO 

・INRH アガディール支局長 Mr. Abde lhak LAHNIN 

・CSVTPM 所長 Dr. Mill. Naima BOUMHAMDI 

 

CSVTPM 研究者（C/P） 

・Mr. Mostafa BAID（総務担当） 

・Mr. Youssef LADI（水産加工主任） 

・Mr. Jamal CHAIRA（品質管理主任） 

・Dr. Mme Mariem  KHAROUDBI（生物化学） 

・Dr. Khabay a BOUCHAIB（細菌学） 

・Mr. Fayssal El FILALI（細菌検査） 

・Mr. Said HANOUNE（細菌・品質管理） 

・Mr. Abdelila h AKASBI（理化学検査） 

・Mr. Issam LAAZIOUZ（水産加工） 

 

CSVTPM 運営管理委員会メンバー 

・ONP 総裁 

・漁業省産業局長 

・漁業省海洋漁業・養殖局長 

・漁業省教育局長 

・漁業省国際協力・法務局長 

・漁業省海洋漁業局アガディール支局長 

・INRH 海洋衛生品質課長 

・INRH 養殖・海洋学課長 

・INRH 漁業資源課長 

・INRH 管理課長 

・INRH 経理担当者 

・アガディール県代表者 

・FENIP（全国水産加工業者連盟）会長 

・海洋漁業連盟会議所会長及び連盟代表者 

・水産加工業組合会長 

・遠洋漁業者組合会長 

・沿岸漁業者組合会長 

・零細漁業者組合会長 

 

アガディール周辺民間加工会社 

・組合代表 Mr. Mohammed BOUAYAD 
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第２章 調査結果 
 

2-1  水産物加工技術開発 

 

2-1-1 「モ」国における水産物加工の現状 

（1）水産加工業を支える「モ」国漁業の状況 

当国の水産加工業は次の通りの漁業形態と魚種を背景としている。 

国土は図１に見るように、北部が地中海、西部が大西洋に面して約 3,500km（西サハラ沿

岸を含む）に及ぶ海岸線と約 110 万ｋｍ２の広範囲な排他的経済水域を有し、90 万トンを超

える水産物が生産されている。漁場の大部分が大西洋側であり（地中海側は約 3％程度にと

どまる）、漁業基地もその沿岸に多く存在する。従って水産加工場もその大西洋沿岸に多く、

その中でも S.M.D.（Souss-Massa-Daraa）と言われる、大西洋岸約 320km の地区（北はイム

スワン、南はシディイフニまで）が中心となっている（図 1）。 

 

 

 
図 1．S.M.D.地区 

 

 

「モ」国の漁業規模は北アフリカ最大で、2002 年には、漁獲高が 60 億 DH（約 750 億円）

にのぼった。国内総生産の 2.5％を占め、直接間接合わせて 40 万人の雇用を支え、農水産

食品の輸出額の 55％、全輸出高の 16％に及んでいる。しかし、近年はタコ資源の急激な枯

渇等により、漁獲量では微減であるものの、2003 の漁獲高は前年比 78％と大幅に減少して

いる（表 1）。2004 年にはタコ漁は資源回復を図るために 8 ヶ月間の禁漁措置がとられた。 

 

 

 

 

イムスワン

シディイフニ

S.M.D
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表 1．漁業生産の推移 

漁獲量（ｔ） 漁獲高（千 DH） 漁業区分 

2001 年 2002 年 2003 年 2001 年 2002 年 2003 年 

沿岸漁業 978,519  892,865 865,473 2,545,397 3,470,428  2,995,173 

表層回遊魚 861,444  754,427 742,957 1,133,089 1,192,539  1,222,249 

イワシ 763,687 684,982 659,208 769,349 815,602 840,288

サバ 25,890 24,281 40,600 68,018 73,357 95,998

ｶﾀｸﾁｲﾜｼ 47,393 20,969 17,179 103,354 70,843 61,506

アジ 12,268 11,010 16,800 54,923 56,261 76,677

カツオ類 5,028 6,587 4,178 116,477 155,241 127,469

その他 7,178 6,598 4,992 20,968 22,235 20,311

頭足類 38,114  44,906 21,369 545,650 1,283,046  630,749 

白身魚 73,970  88,879 95,502 745,454 854,224  980,876 

ニベ 225 193 281 11,334 12,755 13,844

シイラ 299 320 415 12,864 21,238 20,950

ホウボウ 4,334 3,567 2,550 26,802 28,041 24,076

メルルーサ 4,055 5,160 8,591 70,992 88,608 120,619

イシモチ 1,534 2,047 3,102 17,775 26,817 43,158

ニシキダイ 8,701 9,361 7,791 70,316 80,343 89,441

ｼﾀﾋﾞﾗﾒ他 3,788 3,331 2,093 89,287 84,233 64,107

その他 51,034 64,900 70,679 446,084 512,189 604,681

甲殻類 4,606  4,644 5,368 120,013 140,560  159,499 

貝類 385  8 277 1,191 59  1,800 

外洋漁業 122,485  56,451 37,480 4,859,000 2,295,000  1,442,014 

表層回遊魚 9,000  6,000  

頭足類 79,644  32,019 17,894 4,069,000 1,647,000  988,188 

白身魚 25,151  17,343 13,637 332,000 212,000  83,866 

エビ類 8,690  7,089 5,949 452,000 436,000  369,960 

その他 13,499  10,955 13,675 389,000 236,000  247,719 

海藻類 10,015  7,919 11,131 94,000 58,000  78,218 

水産養殖 787  1,047 1,078 25,000 35,000  38,316 

珊瑚他 2,697  1,989 1,466 270,000 143,000  131,185 

合  計 1,114,503  960,271 916,627 7,793,397 6,001,428  4,684,905 

※本統計には西サハラ海域の漁獲も含まれている。 

 

「モ」国の沿岸は、12 の水揚げ地区に分けられている（表 2）。沿岸漁業は、主要な漁業

基地があるアガディールを中心とした、S.M.D.地区が最重要地域となっている。漁獲物の

大部分は、表層回遊魚（イワシ・サバ・アジ類）で占められている。 

遠洋漁業はトロール漁が主流で、頭足類（タコ・イカ）、白身魚（タイ・スズキ他）、エ

ビ等の輸出向け水産物が獲られている。 

表 1 に見るように、漁獲量の約 90％が沿岸漁業（海藻他を含む）によるものであり、漁

獲物で最も多いのは、イワシ類（全体の約 70％）である。産業的に重要な水産物は、主に

日本に輸出される頭足類（タコ・イカ）、欧米・アフリカ諸国に輸出される白身魚（タイ類）

である。 
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表 2．沿岸漁業地区別漁獲水揚量 

数 量（t） 金 額（千 DH） 
水揚地区 

2001 年 2002 年 2003 年 2001 年 2002 年 2003 年 

Oriental 9,385 9,949 13,996 136,450 115,071 128,298

Taza～Taounate 14,908 13,715 13,420 77,665 86,819 73,713

（地中海沿岸計） 24,293 23,664 27,416 214,115 214,115 235,954

Tanger-Tétouan 36,613 25,786 26,944 205,358 254,980 232,314

Gharb～Béni Hcen 3,877 3,072 2,300 26,966 27,142 22,403

Rabat～Zaer 352 427 529 8,353 10,944 14,881

Casablanca 29,584 38,479 48,143 156,935 225,972 349,104

Doukala-Abda 37,359 19,257 46,400 128,219 117,288 197,424

Marrakech～El Haouz 5,340 7,848 10,806 51,726 63,160 66,033

S.M.D 78,191 61,793 105,525 529,468 424,662 485,830

Guelmim-Es Smara 305,354 166,132 112,774 332,338 297,910 197,410

Lâayoune～El Hamra 420,799 501,536 431,325 688,232 1,095,719 768,964

Oued Eddahab-Lagouira 36,757 44,873 53,311 203,687 768,711 458,801

（大西洋沿岸計） 954,226 864,532 832,227 2,331,282 3,233,546 2,759,218

合    計 978,519 892,865 865,473 2,545,397 3,470,427 2,995,172

Doukala-Abda 地区はサフィー（Safi）が中心。 

S.M.D.（Souss-Massa-Drâa）はイムスアン～タガズー～アガディール～シディイフニの

地区 

Guelmim-Es Smara 地区の主要港はタンタン（Tan-Tan）。 

 

沿岸漁業の殆どは大西洋沿岸であり、地中海沿岸は 3％未満に過ぎない。水揚げ量をみる

と南になるほど多いが、タンタン以南は西サハラに位置している。 

 

（2）水産物加工の状況 

「モ」国は、長年フランスを始め欧州諸国等の外国資本による漁業が行われてきたので、

水産加工業は冷凍及び冷蔵等の一次加工にほぼ限定されている。加えて国民の根強い伝統

的食生活や流通システムの未構築等から、二次加工品の国内需要が少ないことも要因とな

っている。 

2003 現在の水産加工場数は表 3 の通りで、最も多い業種は冷凍・冷蔵工場で全工場数の

64％を占めている。 

 

表３．業種別陸上水産加工場数（2003 年） 

保存製品

（缶詰） 

準保存製

品（瓶詰） 

冷凍製品 冷蔵製品 貝類製品 魚油・ 

魚粉 

海藻製品 その他 合 計 

43 30 164 80 16 24 3 20 380 

・ 準保存製品とは、瓶詰製品（アンチョビ、マリネ等）を指し、缶詰より保存性の低い

製品を指す。 

・ 冷蔵製品は、包装されているものを指す。 

・ 海藻製品は、殆どが粉末寒天。 

 

水産加工製品の生産状況は表 4の通りであるが、生産量から見ると缶詰製品が最も多い。

次いで魚粉・魚油が生産されているが、これらは圧倒的に漁獲量が多いイワシ資源を原料

としている。しかし、イワシを用いた加工品の種類は少ない。 

冷凍及び冷蔵製品は一次加工品であるが、EU など向けの高級白身魚や日本向けのタコの
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輸出用冷凍製品を反映している。 

その他には、テングサを利用した粉末寒天や、僅かであるが燻製品等も生産されている。 

 

表 4．陸上加工水産物生産状況（2003 年） 

製  品 加工場数 生産量（ｔ） 売上高 (百万 DH） 

保存製品（缶詰） 43  135,000 2,800（約 350.0 億円）

魚油・魚粉  24 75,000 270（約 33.8 億円）

冷凍製品 164  40,000 1,500（約 187.5 億円）

包装冷蔵製品 80  36,000 1,450（約 181.3 億円）

準保存製品（瓶詰） 30  18,000 800（約 100.0 億円）

海藻製品（寒天等） 3  1,176 180（約  22.5 億円）

貝類製品 16  415 データなし 

その他 20 データなし データなし 

合  計 380  390,600+α 7,000+α（約 875 億円+α）
 

表 5 に見るように、輸出されている製品で多いのは缶詰・冷凍・冷蔵製品である。これ

らの陸上冷凍加工の他に船上で冷凍されて輸出される冷凍製品もある（日本向けのタコ・

イカ、欧州向けの白身魚等）。 

2003 年のデータで見ると、陸上加工場で生産された製品の 8 割が輸出されているのが分

かる。これは現在の加工業が輸出を前提に成り立っている事を示しており、今後の国内市

場向け製品の開発と、輸出向け製品の多様化、或いは高級化を図る必要性をも示している。 

 

 

表 5．水産物輸出の推移 

数 量（ｔ） 金 額（千 DH） 
水産物 

2001 年 2002 年 2003 年 2001 年 2002 年 2003 年 

保存製品（缶詰） 83,693  92,533 107,026 1,844,151 2,055,992 2,358,536

準保存製品（瓶詰） 14,657  13,970 15,759 698,870 740,370  866,453

魚粉 76,485  20,182 34,683 424,987 134,809 221,363

魚油 16,930  5,243 19,662 110,740 34,980 108,144

冷凍製品 126,084  128,920 108,902 4,838,989 5,599,375 4,263,777

包装冷蔵製品 40,071  31,516 34,022 1,435,363 1,315,387 1,416,755

塩干製品・燻製品 901  1,144 1,737 22,618 23,421 45,954

寒天 1,152  1,216 1,176 201,915 198,315 176,336

海藻 4,796  4,650 5,274 55,386 52,458 59,907

珊瑚 8  22 11 6,846 19,220 10,743

合  計 364,777  299,396 328,252 9,639,865 10,174,327 9,527,968

輸出水産物の推移では、塩干製品・燻製品の伸 びが見られるので、今後もこの範疇の製

品の品質向上や多様化等の対応が考えられる。 

 

（3）S.M.D.地区における水産業 

「モ」国水産業の漁業と水産加工業の中心的役割を果たしているのが S.M.D.地区であり、

CSVTPM が活動する際にもこの地区の状況が大きく影響を受ける。 
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表 6．当地区における水産加工業の状況（2002 年） 

工場数 生産量（ｔ） 雇用人数 売上高（百万 DH）
業 種 

S.M.D. 他地区 S.M.D. 他地区 S.M.D. 他地区 S.M.D. 他地区 

冷凍製品 41  111  8,000 62,000 1,600 4,400 460 2,540

冷蔵製品 26  52  15,000 20,000 650 1,350 550 750

保存製品 15  28  50,000 55,000 7,400 13,600 1,150 1,250

準保存製品 11  17  9,000 6,500 2,400 3,600 420 300

魚油・魚粉 4  20  20,000 67 ,500 150 850 120 330

合 計 97  228  102,000 211,000 12,200 23,800 2,700 5,170

 

当地区の加工場は国内の 43％を占め、その中の約 70％が冷凍・冷蔵加工場である。これ

らの工場ではタコ・イカをはじめカレイ・タイ類等の高級魚の加工を行っている。 

国内に 71 ある缶詰・瓶詰工場のうち当地区には 26 工場（35％）あり、二次加工場の比

率が高い。雇用の面から見ても、当地区加工業従事者の 80％を吸収している重要な産業で

ある。 

 

当地区の水産加工業を支えている漁業の状況は以下の通りである。 

 

表 7．当地区に於ける漁業の状況（2002 年） 

漁業形態 操業隻数（対全国比） 水揚げ量 t(対全国比） 雇用人数（対全国比）

伝統漁業（零細小舟） 1,467 ( 7%) 301 (0.03%) 4,448 ( 4%)

沿岸漁業（小型漁船） 530 (30%) 61,492 (6.90%) 10,228 (12%)

外洋漁業（トロール船） 264 (73%) 44,745  (79%) 6,900 (73%)

合  計 2,261 (10%) 106,538   (11%) 21,576 ( 5%)

水揚げ高合計：22 億 6 百万 DH（対国比 37％） 

 

当地区は、外洋漁業や沿岸小型漁船の基地となっており、零細漁業の全国比割合が小さ

い。従って加工用原料は沿岸漁業と外洋漁業により供給されるが、不足分はタンタン以南

から陸送されるケースも多くなっている。外洋漁業による原料は、タコを初めとする輸出

向け冷凍製品に用いられる。 

 

表 8．当地区に於ける伝統漁業（零細）及び沿岸漁業による水揚げ状況 

数  量（ｔ） 金  額 （百万 DH） 水揚げ港 

2002 年 2003 年 2002 年 2003 年 

イムスアン（Imessouane） 241 514 6.7  8.4 

タガズー（Taghazout） 60 71 2.3  3.4 

アガディール（Agadir） 51,454 91,752 358.4  412.5 

シディ イフニ（Cidi Ifni） 10,038 13,092 57.3  61.5 

S.M.D. 合計 61,793 105,429 424.7  485.8

（対全国比） (7%) (12%) (12%) (16%) 

全国合計 892,865 864,255 3,470.4  2,975.9 

イムスアンとタガズーは伝統漁業港（零細漁村の小舟による漁業）。 

アガディール及びシディ イフニは沿岸小型漁船の基地になっている。  
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表 9．外洋漁業による当地区水揚げ状況 

数 量（ｔ） 金 額（百万 DH） 区 域 

2001 年 2002 年 2001 年 2002 年 

S.M.D 地区 88,620 44,745 3,770 1 ,782  

（対全国比） (72.3％) (79.3％) (77.6％) (77.6％) 

その他地区 33,865 11,706 1,089 514  

合  計 122,485 56,451 4,859 2,296  

全国のトロール船の 70％以上が当地区を基地にしている。 

水揚げ量の急激な減少はタコ資源の減少による（2004 年は 8 ヶ月の禁漁措置が採られ

た）。 

 

表 7 は、当地区の伝統漁業漁獲の割合が小さいことを示しているが、沿岸漁業が加工用

原料の量的供給が可能であることを示している。この場合の原料の殆どはイワシ等の回遊

浮魚である。 

当地区の加工工場で必要な原料は、S.M.D.地区で水揚げされる量では不十分であり、タ

ンタンやラユーン等南方で漁獲される原料を陸送することにより補充している。南部への

原料依存度が大きい（表 10，表 11）。 

 

表 10．当地区に於ける沿岸漁業漁獲物の利用状況（ｔ） 

用  途 2002 年 2003 年 

生鮮販売 35,489 56,204  

保存製品（缶詰等） 12,750 14,535  

魚油・魚粉 8,360 31,253  

塩蔵製品 2,534 1,925  

冷凍製品 2,335 1,608  

餌 料 324 0  

合  計 61,792 105,521  

漁獲物の多くはイワシ類であり、缶詰及び魚油・魚粉向けとなっている。 

 

表 11．当地区に於ける加工用原料調達状況（ｔ）（2002 年） 

用  途 S.M.D.地区 他地区より 合 計 

生鮮販売 28,000 124,000 152,000  

保存製品（缶詰等） 12,750 100,250 113,000  

魚油・魚粉 8,360 61,640  70,000  

準保存製品（瓶詰等） 5,034 12,466 17,500  

冷凍製品 2,335 12,665 15,000  

冷蔵製品 4,990 7,510 12,500  

合  計 61,469 318,531 380,000  

当地区で調達する加工用原料の 83％が他地区からのものであり、その 90％が

小型表層魚（イワシ等）で、これは缶詰・魚油・魚粉の原料である。 

 

当地区で生産される加工品は大部分が輸出されており、全国でも数量で 38％、金額で 47％

を占めている（表 12）。 
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表 12．当地域に於ける水産物輸出状況（2002/2003 年） 

S.M.D.地域 全 国 
区  分 

数量（ｔ） 金額（百万 DH） 数量（ｔ） 金額（百万 DH）

生鮮魚・軟体類・甲殻類 － － 32,630 1,321.1

冷凍魚・軟体類・甲殻類 74,063 (63％) 3,324.1  (67％) 116,723 4,989.8

準保存製品 

塩干魚・軟体類 

3,443 (21％) 146.4 (18％) 16,113 817.7

燻製品 － － 13 1.7

缶詰 50,684 (49％) 1,141.2 (48％) 102,802 2,377.1

その他 4,386 ( 5％) 22.9 ( 5％) 81,487 438.9

合  計 132,575 (38％) 4,634.6 (47％) 349,769 9,946.3

（ ）内の％は、対全国比を示す。 

 

 

表 13．輸出先別水産物輸出状況 

2001/2002 年 2002/2003 年 
輸出先 

数量 (ｔ) 金額(百万 DH) 数量 (ｔ) 金額(百万 DH)

アジア 68,997 2,932.6 29,842 1,523.9

中東 5,499 91.9 8,656 143.2

ＥＵ 73,368 2,413.7 58,155 2,286.9

ＥＵ以外の欧州 108 2.7 59 1.5

オーストラリア 166 7.4 194 10.1

南米 219 7.1 1,713 18.5

マグレブ 286 4.1 219 3.1

オセアニア 6 0.3 7 0.4

北米 3,888 156.5 4,583 167.3

東欧 5,135 40.6 3,867 41.6

アフリカ 16,416 282.9 25,280 438.1

合  計 174,088 5,939.8 132,575 4,634.6

マグレブ：アフリカ北西部のチュニジア、アルジェリア及び「モ」国を指す。 

 

 

（4）S.M.D.に於ける加工形態別状況 

ａ．缶詰工場 

缶詰工場は 15 工場あり、7,400 人の雇用を創出している。製品の原料は 90％がイワシ

で、油漬け（大豆油・ひまわり油・オリーブ油等） 、唐辛子油漬け、スキンレス、ボンレ

ス、トマト漬け等の製品が生産されている。他に、サバが 7％、マグロが 1％程度である。 

 

・ 主原料以外の材料の調達 

缶は、「モ」国内、スペイン、フランスから調達されている。 

食油、香辛料、トマトソースは、「モ」国内、イタリア、トルコ、スペインから調達さ

れている。これらは、製品の輸出相手から原産地を指定されることがある。 

 

・ 原料の受け入れ 

原料は鮮魚が使われる場合が多いが、漁の状況や季節的要因で冷凍原料を使う場合もあ

る。そのための冷蔵庫や冷凍庫が設備されている。しかし、冷凍原料の品質には不安定
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さがあるとされている。 

 

・ 製造工程 

原料の処理は手作業による工場が多いが、機械を使う工場も若干ある。機械の場合は魚

のサイズが一定であることが条件となるので、常時使えないという問題がある。 

缶詰を巻締める機械（シーマー）は、ドイツ、スペイン、フランスからの輸入機が使わ

れている。 

殺菌機は 1990 年代に自動制御式が導入されている工場もある。 

 

・ 廃棄物利用法の課題 

製造工程での廃棄物は魚粉工場へ回されるが、廃液の高度利用法の開発が望まれている。 

 

・ 製品は輸出向けが多い。 

仕向先は、欧州が最も多く（50％以上）、次いでアフリカ（25％程度）、アメリカ、日本、

中東、カナダである。 

 

 
原料処理工程 

 

 
蒸煮・注液工程 

 

 
巻締め工程 

 
殺菌機（レトルト） 

 

 

 ｂ．アンチョビ瓶詰工場 

全国 28 工場で、当地区には 11 工場が操業している。 

 

・ 原料 

90％がアンチョビで、他にイワシも 10％使用されている。 
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原料は生鮮が原則であり、工場搬入の時点で厳重な品質検査が行われている。生鮮魚が

入手困難な場合に限って冷凍原料が使われる。従来は国内原料だけだったが、最近では

チリ、ペルー、アルゼンチン等から輸入した半加工製品（塩漬済み）も使われている。

食油・食塩は国内産が多く使われているが、場合によってはイタリア、トルコ、スペイ

ンのオリーブ油が使われることもある。 

 

・ 容器（ガラス瓶やアルミチューブ） 

国産の他に、スペイン、フランス、イタリアからの輸入品も使われる。 

 

・ 製造工程 

手作業による工程が多い。ボイル工程や脱水工程・蓋締め工程等には、イタリア、スペ

イン製の機械が使われている。 

「モ」国の女性は勤勉で手先が器用なので、この種の作業には適している様である。 

 

・ 製品 

製品はイタリア等の欧州へ輸出されており、一定の評価を受けている様である。 

食油入りアンチョビ、オリーブ油味アンチョビ、野菜油入りイワシ、チューブ入りアン

チョビパテ、マリネスタイルのアンチョビ等が生産されている。 

一部の企業では、新製品開発の模索をしている（例えばピーマン詰めアンチョビ等）。 

 

・ 輸出 

9 割近くがＥＵ諸国（フランス、イタリア、スペイン）で、残りがアメリカである。 

 

 
蒸煮工程 

 

 

 

 
整形工程 
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蓋締め・洗浄工程 

 
試作品 

 

 

 ｃ．冷凍加工場 

当地区の工場は、当初は頭足類（タコ、イカ）の冷凍加工を主目的に始められ、全国

164 工場の中で当地区には 41 工場がある。尚、ダクラには 77 工場があるが、最近のタコ

資源の枯渇で操業が極めて困難な状況にあり、早急な冷凍対象製品の開発が望まれてい

る。 

 

・ 原料 

タコ、イカの他には、タイ類、ヒメジ、カサゴ、キングクリップ、エビ等が冷凍製品の

原料となっている。 

高品質が求められることから、原料は釣り漁で獲られたものが使われる。当地区の原料

では不足するので南方から移送されるものが多くなっている。鮮魚或いは冷凍魚が使わ

れている。 

 

・ 製造工程 

タコは塩揉みされてから凍結工程を経ている。イカは剥皮・開きにされている。その他

の魚はフィレ加工される場合が多い。 

塩揉みは揉み機、剥皮は剥皮機等が使われ、その他は手作業により処理されている。冷

凍装置はフランス、スペイン製のトンネル式凍結装置が使われ、急速凍結がなされてい

る。 

 

・ 製品 

殆どの製品は EU を始め各国に輸出されているが、経営の安定を図るために小型浮き魚

の冷凍加工に真剣に取り組み始め、漁船と契約して原料手当を図っている企業も出てき

ている。 
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タコ揉み機 

 

 
加工室 

 

 
フィレ加工工程 

 
エビ剥皮工程 

 

 製品の形態は、ラウンド、フィレ加工、剥皮エビ等があり、販売先の要求に対応して

いる。タコの 80％は日本へ、EU（フランス、イタリア、スペイン）へは 20％が輸出され

ている。白身魚はほぼ全量が EU 向けとなり、エビは国内で消費されている。 

 

 ｄ．魚粉工場 

「モ」国に於ける魚粉工場は旧式が多く、当地区でも老朽化した装置で操業している工

場もあり、周囲への悪臭問題もあり新替を検討している。また、現時点では廃水処理の

規制が未整備なので、工場廃水は未処理のまま放流されているという問題点を抱えてい

る。しかし、当地区の水産加工場から排出される残渣の処理には魚粉工場は欠かせず、

環境問題に対処できる体制の魚粉工場を整備することが緊急の課題となっている。 

 

 
原料置き 

 
蒸煮装置 
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乾燥装置（直火型）  

魚油タンク 

 

 

2-1-2 CSVTPM の現状（実施体制）及び問題点 

CSVTPM は日本の無償資金協力により建設され、2003 年 3 月に「モ」国側に引き渡された。

2004 年 2 月には、国王を迎えて開所式が行われている。 

引き渡し後から開所式までの期間は、所長以下 8名の職員により CSVTPM 整備作業（外構

工事や家具、備品、什器の購入及び整備作業）、CSVTPM 紹介広報誌作成、新規所員の採用（加

工部門 2名、理化学・細菌部門 4名）等が進められた。なお、期間に JICA 専門家による運

営管理及び水産加工に関する技術指導が実施された（計 7ヶ月間）。 

開所式以降は、次の様な業務が進められた。 

・ CSVTPM 業務計画策定のための全国水産業界（缶詰、瓶詰、冷凍、冷蔵業者の他に、漁

業省関連機関や業界団体も対象）の実態調査を実施し、現状把握、問題点、CSVTPM

への要望について確認した。訪問調査はアガディール、ラバト、カサブランカ、サフ

ィー、ダクラで、その他は文書等によるアンケート調査であった。 

・ 調査結果の分析検討作業。 

・ CSVTPM の業務実施計画を作成し、2005 年 1 月に CSVTPM 運営委員会で承認を受ける予

定である。 

・ その他に、加工部門及び理化学、細菌検査部門の機器操作の練習を行ったが、未だ不

十分な点があり、今後の指導を待つ状態である。 

・ 調査の結果により CSVTPM の方針は次の通りとなっている。 

ａ．企業の経営には対応できないが、全国に裨益できる技術的支援をするためにイン

パクトのあるテーマに取り組む。 

ｂ．具体的なテーマ例 

・輸出先によっては、漁獲や船上処理の段階から規制を受ける状況となっているの

で、これに対応できる技術的支援。 

・タコ資源減少による冷凍加工業者の操業難解決のために、現有設備を活かしての

小型浮き魚の冷凍方法の指導。 

・缶詰（特に輸出向け）の品質に対する信頼獲得方法（成分表示、賞味期限表示等

の為の検査・分析）の確立。アンチョビ瓶詰のヒスタミン発生対策等。 

・小型浮き魚の利用方法の開発（缶詰以外の製品開発）。 

・零細漁村の漁獲物の付加価値向上への支援。 

 

加工部門の実施体制  
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現在の加工部門の要員は次の通りで、開発研究業務開始の当初段階では対応可能な状態

である。 

 

技術者（Engineer） 2 名 

技術員（Technician） 3 名 

計 5 名 

 

技術者のうち 1 名は、ハッサン II 世農獣医大学（ラバト）食品加工科卒で、2000 年に

CSVTPM 設立準備要員として採用された。水産加工の実務経験は、民間企業で短期間の実習

を受けたのみで、実務経験は少ない。他の 1 名は、冷凍技術が専門で、ロシアのアストラ

カン漁業技術学院を卒業してから 10 数年の実務経験を有している。2001 年に CSVTPM 要員

として採用されている。 

技術員は全員が漁業技術高等学院（以下、「ISTPM」）の水産加工科や電気科の出身で、

ISTPM の実技訓練として、「モ」国の民間会社や日本の缶詰工場において水産加工を経験し

ているため、基本的な開発研究業務には従事可能である。 

日本側から供与された機器のメンテナンス状態も良好であり、維持管理予算措置も執ら

れているので業務開始には支障が無いようである。 

冷凍技術者を除いて、要員の実務経験が少なく、与えられたテーマに自分たちだけで取

組むのは難しいと見られる。しかし、要員の殆どは若く、業務に対する積極的な意欲も感

じられるため、適切な技術指導により能力の向上が期待できる。 

 

2-1-3 プロジェクト開始における留意点 

（1）プロジェクト行動計画の策定。 

CSVTPM 運営委員会により承認された業務計画と密着した行動計画を策定する必要がある

が、その際には CSVTPM 要員の能力に応じた計画策定が必要である。 

 

（2）要員の能力開発の急務。 

CSVTPM が本来の役割を果たすためには、要員の能力向上が必要である。能力向上には OJT

が効果的であり、具体的なテーマに沿って、専門家による適切な実技指導を実施すること

が求められている。なお、OJT の実施に際し、テーマによっては CSVTPM だけではなく、民

間会社の技術者や ISTPM 関係者を対象とした研修を行うと効果的と思われる。 

 

（3）CSVTPM 活動の広報の必要性。 

今回の調査では、水産業界が CSVTPM の役割に懐疑的であることが強く感じられた。CSVTPM

は、水産業会との連携体制が出来上がってはじめてその存在価値が発揮されるため、CSVTPM

を世間に広報し、認知してもらう必要がある。 

 

（4）零細漁村への支援 

CSVTPM の実力を勘案すると、零細漁村への支援をプロジェクト開始直後から進めるのは

難しいが、いつでも行動に移れるよう、零細漁村の現状調査等をプロジェクト当初から進

めておくことは有効である。特に、零細漁民への支援を目的として実施中の JICA 技プロ「零

細漁業改良普及システム整備計画」との連携が有効と思われる。 

 

 

2-2  衛生品質管理技術 

 

2-2-1 「モ」国における衛生品質管理の現状 

(1) 国の衛生品質管理・資格認証体制の現状 
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「モ」国の水産業は、輸出産業としてきわめて重要であるとともに、「モ」国民のタンパ

ク供給源としても重要である。よって行政が主体となり、安全な水産物を市場に供給する

ための衛生品質管理の確立と、その指導を行う組織体制を作ることが必要である。 

「モ」国の水産物の衛生品質管理は、主として次の 3つの政府機関が実施している。 

 

 

政府機関の役割概念図 

 

 
 

 

 (2) 各機関の役割 

①農業･農村開発･海洋漁業省畜産局（獣医学研究所） 

・水産加工場を含む各施設の立ち入り検査を定期的に実施し、衛生状況改善の指導を

行っている（日本の保険所の衛生管理に類似した面がある） 

・輸出水産物の衛生証明は獣医学研究所の独立組織が発行している 

 

【問題点】 

同研究所のラボは見学出来ず、また資料の提供も受けられず閉鎖的な印象を受けた。

ラボがどの程度の技術レベルにあるか不明。 

検査官は獣医師であるとの事であるが畜産物と水産物では、品質管理面において鮮

度低下の過程及び生産・流通の環境がかなり異なるため、水産専門の技師が検査・評

価業務に従事することが望まれる。 

 

②農業･農村開発･海洋漁業省産業漁業局 

・輸出工場の認定： 

EU や米国の要求する衛生品質管理の基準を満たしているとする加工場を、それぞ

れ EU 向け及び米国向け輸出工場として認定を行なっている、また漁船、水揚げ施設、

水産物の流通の衛生品質管理を指導している。 

・カナダが採用している、HACCP の概念に基づく管理方式である、水産物衛生品質管

理方式（以下、「PGQ」）の認定： 

畜産局等と共同して、PGQ の認定作業を行なっている。PGQ の認定を受けると工場

の定期検査（3ヶ月、6ヶ月）を免除される事と輸出検査の申請が工場責任者の証明

で免除され、検査料．受験の煩雑さの軽減になっている。また加工場は、自主検査

衛生指導 

輸出衛生証明発行 

国内 

市場 

国際 

市場 

漁船・水揚施設・

加工場・流通業者

EU、米国向け生産工場認定

貝毒等海面下生物定点検査 

細菌検査・プランクトン検査 

民間企業

商品

農業省畜産局 農業省産業漁業局 

商品 

INRH
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が義務付けられ工場の品質管理者のレベルアップに貢献している。 

・モロッコ・ラベル： 

貿易省と協力して、「モ」国産の水産物を市場にアピールする為の品質保証を表す、

「モロッコ・ラベル」というロゴを使用する権限を適正な生産者に与えている。 

審査は、包装、内容物、添加物、品質、流通等の厳しい条件を課せられている。現

在モロッコ・ラベルを取得している商品は 40 品目（全て缶詰）あり、2005 年には

300 品目にする目標を立てている。 

 

 

 
「モロッコ・ラベル」のロゴマーク 

 

 

【問題点】 

新しい衛生品質管理技術の指導、情報提供、機材不足、人材不足が大きな障害となって

いる。アガディールにある漁業省支所の担当官は、技術者（Engineer）と技術員

（Technician）が各 1名で全てを管理しているが、検査ラボも持っていない状況にある。 

本プロジェクトの拠点となるアガディール地区は、「モ」国で最大の漁港を有し、水産

加工場数も 81 工場あり「モ」国最多である。その水産加工上全てが EU 向け輸出認定工

場となっているが、実際に認定に値する管理が行なわれているか疑問がある。また、2005

年からは、EU よりトレーサビリティーの導入を指導されており、衛生品質管理の実務の

レベルアップが必要である。 

零細漁業は産業漁業省の管理対象外となっているが、実際は零細漁民の漁獲物が生鮮の

高級魚として、ブローカー経由で EU に空輸されており、トレーサビリティーが導入され

ることも考慮すると、零細漁業における品質管理を放置しておくことはできない。 

 

③国立海洋漁業研究所（INRH） 

・INRH は、CSVTPM が創設されるまでは、水産物の衛生品質管理にかかわる活動はプラ

ンクトンによる貝毒の検査、沿岸海域の環境汚染調査等、水面下の管理に限られて

いた。 

 

【問題点】 

上記のとおり、今までは水産物の漁獲から消費までを視野に入れた衛生品質管理を指導

する政府機関が存在しなかった。今後は CSVTPM が中心となって、関係機関に対する衛生

品質管理の指導を強化することが必要である。また、零細漁業における水産物の衛生的

な取り扱いや鮮度維持のための技術指導も求められる。 

 

(3) 民間企業の現状 

①漁船 
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大型のトロール漁船の魚倉は樹脂塗料、合板等で、漁獲物が直接鋼鈑に触れないよう

になっているが、沿岸漁船は同対応がなされていない。 

漁業省は、大西洋漁船選手組合会議所（CPMAC）が中心となって、乗組員の居住区も

含め漁船の衛生管理を強化する方針を打ち出しているが、具体的なことはまだ決まって

いない。 

 

②卸売市場及び小売市場 

卸売市場（産地市場）は、漁業公社（以下、「ONP」）が管理しており、HACCP を意識

した市場になっている。施設はかなり整備されているが、入場者の衛生管理に関する意

識が十分ではなく、ルールが守られていない面があるため、市場の従業員及び関係者の

意識改革が必要である。 

市中にある小売市場の施設及び小売ブースの衛生状況は、劣悪である。全く行政指導

がなされていないように見られる。  

 

 

 
アガディール港の卸売市場 

建物 ：密閉式 

漁獲物：床より一段上に置き、人の通路

と区分けしている。 

照明、排水溝：良く整備されている。 

 

 
カサブランカの小売市場 

建物 ：開放型 

魚獲物：木製、プラスチック製、タイル

製の台に直接置き、氷の無いも

のが大部分。 

照明、排水溝：劣悪である。 

 

 

③水産加工場 

原料：資源量の問題で加工場への供給が不安定になっているため、原料の一部は冷凍貯

蔵されているが、良質な製品を生産するためには適切な冷凍処理が必要である。原料の

運搬が長距離化しつつあり（ラユーンからアガディールまで輸送：約 650km）原料の鮮

度低下を招いている。特に、浮魚についてはヒスタミンの増加の問題が大きい。鮮度不

足で加工場が拒否した鮮魚は、魚粉工場に廻されており、魚粉のヒスタミンや VBN（揮

発性塩基態窒素）の含有量が増加している可能性があるが、魚粉のこれらの品質管理は

行なわれていない。 

 

加工工程：アガディール周辺の加工場では、ハード面については HACCP の概念にそった

機材・器具がほぼ整備されている。ただし、一部の施設は老朽化しており、必ずしも衛

生的に十分ではない。工程管理において大きな障害となっているのは、ソフト面で女子

工員の非識字者が 80％～90％（CSVTPM の調査結果）に達しており、従業員に衛生品質

管理を徹底させるのが難しい。しかし工場によっては、絵、ロゴ、マーク等を使用し、

工夫して管理しているところもある。 
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アンチョビの瓶詰め工場 

（主としてイタリア向けに生産） 

施設、女子工員の作業服装は、清潔に保た

れて、空調も利いている。 

 

冷凍加工場（イカのツボ抜き作業中） 

（主としてスペイン向けに生産） 

施設・機材は、清潔に保たれ、空調も利い

ている。 

 

製品：現在「モ」国で生産されている水産加工品は、冷凍品を除くと、缶詰が主たる

加工品である。「モ」国では、缶詰の賞味期限をどのように表示するか検討中であるが、

今後さらに内容表示の充実や栄養成分・カロリー表示等が市場の要求として出てくる

と考えられ、これらの対応が必要になる。適正な管理のもとに生産されたものには、

モロッコ・ラベルの表示資格が与えられるがラベルの信用度が十分でなく、生産者に

必ずしも有利な表示となっていない。 

 

自主検査ラボ：品質管理がもっとも進んでいると言われる加工場でも、工場内の検査

ラボは官能検査を主体とし、ヒスタミンの蛍光分析、細菌のスタンプ方式検査を行な

っているレベルである。大部分の加工場は、場内に自主検査ラボを有していない。ラ

ボを持つには、施設・機材の他に、人材も確保する必要があり、民間会社が自身で対

応するのは難しいため、政府等による支援組織の設立が望まれる。 

 

 

 
冷凍工場内の自主検査ラボ 

簡易細菌検査、ヒスタミン分析、粗タンパク含量

検査を行なっている。ラボ要員は 2名。 
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④零細漁業 

多くの零細漁民の漁獲物販売先は、ブローカーであり、ブローカーから氷の供給を受

けている。この体制により、漁獲物の価格設定をブローカーに握られているのが問題で

ある。 

しかし、一部の零細漁民の中には、漁民を組織化してブローカーに対抗する試みが芽

生えてきている。これらを何らかの形で行政が支援することにより、漁民の収益向上に

つながり、ひいては漁民の社会的地位向上と社会の安定につながると期待される。 

 

【民間企業の共通の問題点】 

加工品の輸出を主目的とした大規模加工場では、国際市場の要求もあり、ハード面に

HACCP の概念に対応した衛生品質管理基準を取り込んでいるものがあるが、沿岸漁業、

小売市場業、小規模加工業や零細漁業においては、一度にＨＡＣＣＰを導入することは、

経済的にも技術的にも困難である。そのため、衛生品質管理の底辺のかさ上げを行政が

指導しつつ、段階を追って支援する方が現実的といえる。 

またコールドチェーンが不充分であることから、品質の低下や資源の無駄が生じてい

る。コールドチェーンを拡充すると、漁獲から末端販売まで、衛生品質面や資源の有効

利用が大きく改善されると思われる。 

   

2-2-2 CSVTPM の現状（実施体制）及び問題点 

（1）開所以来の活動実績 

CSVTPM は、2004 年に開所してから、民間のニーズをとらえ、最も有効な活動計画を策定

するためにベースライン調査及び民間企業の企業診断調査を行ってきた。その報告書を基

に活動計画を作成し、2005 年 1 月に開催される運営委員会に諮られる予定である。 

なお、CSVTPM がまとめた活動計画（案）は、本事前調査において確認された行動計画と

ほぼ同じ内容となっている。 

 

・ベースライン調査 

「モ」国の水産関連統計データは、関係機関に分散して保管されていた。CSVTPM の行動

計画策定にあたり、過去 10 年間にのぼる統計資料を関係行政機関や民間団体より収集し、

データベースとして集約した。 

 

・民間企業の企業診断調査 

CSVTPM が水産業界のニーズを把握するため、CSVTPM の周辺のアガディール地域、サフィ

地域、ダクラ地域の 3 地区において、水産加工業を 6 分野に分けて水産加工業の実態を戸

別訪問・聞取調査したものである。 

 

【調査対象加工分野】 

・缶詰加工 

・未加熱処理加工（瓶詰業） 

・生鮮 

・冷凍加工 

・魚油･魚粉加工 

・海草・サンゴ他加工 

 

【調査内容】 

・原料事情 

・加工技術及び廃棄物処理の現状 

・品質管理の現状 
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・人材確保の現状 

 

【調査結果概要（衛生品質管理面）】 

原料事情 

・ 各加工分野とも、共通の問題は原料供給が不安定であることを挙げ、原料・製品の多

様化を進める必要がある。一部の加工では、二次加工への付加価値付けや農産物も原

料として使う方法等を試みている。 

 

品質管理の現状 

・ アガディール地域は EU 向け製品が多く、品質管理されているが、ダクラ地区のよう

に日本向けの多い加工場は品質管理が十分なされていない。 

・ 工場内に自主検査用のラボを所有しているところが少なく、所有していても、検査レ

ベルは低い。 

・ アンチョビの瓶詰加工は、ヒスタミン含有問題が深刻である、また、冷凍品について

も品質規格が明確でなく、業者からその基準を明確にするよう要望がある。 

 

人材確保の現状 

・ 最大の問題は、工場の女子工員の非識字率が 80～90％にのぼることである。そのため、

衛生品質管理を行なう前提として、全体のボトムアップが必要である。 

 

（2）CSVTPM の要員状況 

品質管理部門 

・ 細菌検査官 技術者（Engineer） 1 名 

・ 化学検査官 技術者（Engineer） 1 名 

・ 同技術員（Technician） 1 名 

・ 生物化学検査官 技術者（Engineer） 1 名（博士号取得） 

 

要員数は、CSVTPM 運営の初期段階としては十分であると思われる。さらに、品質管理部

門に現在博士号取得中の技術者（Engineer）1 名を配属予定である他、技術員（Technician）

1 名も別途募集中である。 

 

（3）要員の技術レベル 

CSVTPM 職員との個人面談により、各人の技術力と CSVTPM の現状を確認するために、聞き

取り調査を行った。 

技術者は、高い学歴と知識を有しているが、衛生品質管理の実務経験が脆弱であり、今

後 CSVTPM で経験を重ねることにより、理論と実務を合致させることが望まれる。技術員に

ついても同様で、若く経験不足であるが、技術の吸収意欲が感じられるため、将来は CSVTPM

運営に大きく貢献出来ると推察される。 

 

（4）CSVTPM の問題点 

① 要員の練度 

前述の通り、要員は高い知識を有しているが、分析や衛生品質管理の実務の経験が乏

しいため、業界の技術者と技術レベルに差がある。業界と共同開発・共同作業を実施す

る場合、民間企業では所有していない原子吸光分析機、ガスクロマトグラフ、液クロマ

トグラフ、嫌気性菌培養器等の機器を使用した分析業務を早期に習得することが望まれ

る。この分野を担当しながら加工現場の実務も早期に習得し、業界を指導できる体制を

構築すべきである。 
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② 情報の収集 

現在、資料室に蔵書が無く、統計データ、衛生品質に関する国際機関の通達を集める

とともに、新技術の情報収集等のため国際機関の機関誌、文献、学会誌、業界誌等を定

期購読することが必要と考えられる。事実、HACCP のシステムについても、コーデックス

委員会（正式名称：FAO/WHO 合同食品規格委員会）はシステムや解釈をしばしば変更して

おり、EU や米国も食品の衛生品質管理について、その時々により変更しているため、こ

れらの情報を的確に把握しておく必要がある。これら収集資料を資料室に保存し、CSVTPM

の職員が自由に閲覧出来るよう、個人で抱え込まないよう、徹底することが大切である。 

また、CSVTPM の職員がインターネットを通じて国際機関のホームページから情報収集

が可能となるように、LAN 等の整備が有効である（現在は所長のパソコンのみインターネ

ット接続が可能）。 

 

③ 新商品の開発と衛生品質管理 

CSVTPM では、今後多様な新製品を開発する予定である。例として、冷凍食品、レトル

トパウチ食品、凍結乾燥食品、粉末食品、燻製品等が想定されるが、衛生品質管理手法

がそれぞれ異なり、その製品に合った管理手法を採用しなければならない。民間に新製

品を紹介する場合、製造方法と品質管理方法をパッケージで紹介する必要がある。その

ため、製品開発にあたっては、加工部門と品質管理部門の共同開発が必須である。共同

開発をすることにより、明確に製品開発へ集中することができ、研究のための研究にな

ることも防げる。 

 

2-2-3 プロジェクト開始における留意点 

（1）職員への指導方法 

CSVTPM の技術部門の職階は、技術者（Engineer：博士号取得者及び修士課程卒業者）、技

術員（Technician：ISTPM などの専門学校卒業者）と明確に分かれている。エンジニアとテ

クニシャンは技術的バックグラウンドが異なり、また、職位も異なるため、両者を一緒に

指導するとトラブルのもとになり得る。各々場所･日時を配慮した指導が必要となる。 

 

（2）就労時間 

始業：08 時 30 分 

 就業：18 時 00 分 

 昼休：12 時 00 分～14 時 30 分 

 

現地では、昼食は自宅でとる習慣があり昼休みが長く、業務が中断する。特に金曜日は

イスラム教徒の礼拝があり、全員 12 時から昼休みに入る。継続した分析作業においては、

特に注意を要する。 
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第３章  プロジェクト実施計画 
 

3-1 プロジェクトの基本情報（プロジェクトの運営体制と関係する組織、機関） 

 

3-1-1 プロジェクトを諮問・運営・管理を行う組織 

（1）CSVTPM 運営委員会（管理委員会） 

CSVTPM 運営委員会は、INRH 所長が委員長を務め、大臣の召集によって年 2回程度開催す

る。「モ」国内のハイレベルの委員により開催されるため、CSVTPM 活動の大枠を決め、資金

の調達、各機関の調整を行う役割を果たすことになる。以下にその構成メンバーを述べる。

なお、同委員会では、技術的なことや具体的な研究内容についての議論を行うことができ

ないため、調査団は後述する作業グループの設置を提案し、「モ」国側も賛同した。 

 

【行政側委員】 

・ INRH 所長（議長） 

・ ONP 総裁またはその代理 

・ 漁業省の関連 4局（産業漁業局、海洋漁業・養殖局、教育・社会職業推進局、協力・

法務局）の局長またはその代理 

・ 漁業省アガディール支局長 

・ INRH の関係 4課長（海洋衛生品質課、養殖・海洋学課、漁業資源課、同管理課） 

・ INRH 経理担当者 

・ アガディール県代表者 

 

【水産業界側委員】 

・ 全国水産加工業連盟（FENIP）会長 

・ 海洋漁業連盟会議所会長またはその代理 

・ 海洋漁業連盟会議所代表者 

・ 水産加工業者団体会長またはその代理 

・ 遠洋漁業者団体会長 

・ 沿岸漁業者団体会長 

・ 零細漁業者団体会長 

 

（2）技術作業グループ 

プロジェクトの技術的な面について議論するために、技術作業グループが設置される予

定である。作業グループは年に 3 回程度集まるが、参加者は固定しておらず、議題によっ

て選択される。メンバーは次のような機関から招集することが想定される。 

 

・ 漁業省産業局職員 

・ ISTPM 指導員 

・ 漁業省アガディール支局職員 

・ INRH アガディール支局職員 

・ ONP 代表 

・ 海洋漁業者会議所代表 

・ 加工業者代表 

・ 大学研究者 

・ プロジェクト専門家 

・ C/P 

・ その他 
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（3）プロジェクト合同調整委員会（JCC） 

プロジェクトの効果的な実施と管理及びモニタリング・評価を行う上で、日本と「モ」

国の代表による合同調整委員会（以下、「JCC」）が設置される予定である。JCC は少なくと

も年に 1 回招集され、年次計画の策定、プロジェクト進捗状況と前年の年次計画達成度合

いの確認、プロジェクト実施中に発生した大きな問題に関する意見交換、ローカルコスト

と人員配置状況の確認、プロジェクトで連携する機関との調整等を行う。 

JCC 委員、出席者は以下のように予定される。 

 

・ INRH 所長（議長） 

・ CSVTPM 所長（副議長） 

・ INRH 本部の関係職員 

・ INRH アガディール支局長 

・ 漁業省アガディール支局長 

・ 「モ」国側 C/P 

・ 連携機関の代表 

・ その他必要に応じ議長が指名する「モ」国側関係者 

・ 日本人専門家 

・ JICA モロッコ事務所代表 

・ その他必要に応じて JICA 側が選定する日本側関係者 

 

3-1-2 プロジェクトに関係する組織の概要と役割 

（1）全国水産加工業連盟（FENIP） 

全国水産物加工業連盟（以下、「FENIP」）は、CSVTPM 運営委員会の委員を選出し、CSVTPM

運営に重要な役割を果たす。 

FENEP は加工業者の全国組織で、本部をカサブランカに持ち、業界からのニーズを CSVTPM

に繋げる役割を果たす。所属する加工業者団体は、AMASCOP（モロッコ準長期保存加工品ア

ソシエーション、本部アガディール、加盟 18 社）、ANAFAP（全国魚粉製造業者アソシエー

ション、本部ラユーン、加盟 20 社）、APROMER（モロッコ海産物輸出業者アソシエーション、

本部カサブランカ、加盟 45 社）、FIPROMER（海産物製造企業連合会、本部アガディール、

加盟 46 社）、UNICOP（全国缶詰製造企業ユニオン、本部カサブランカ、加盟 30 社）を統括

している。 

 

（2）その他の民間団体 

上述の加工業界の団体の他にも、大西洋アガディールセンター海面漁業会議所（Chamber 

des Pêches Maritimes de l’Atlantique Centre Agadir）等、沿岸漁業者の連合会や、冷凍・

冷蔵業者団体、船主組合、零細漁業組合、仲買、運送業者等の各団体が、それぞれの立場

から、原料提供、鮮度保持、品質管理、一次加工等の分野で CSVTPM の活動に関係してくる。 

 

（3）政府機関 

a. 農業・農村開発・海洋漁業省（漁業省）  

「モ」国の漁業政策と漁業管理、開発、教育の全般を統括する。元々、水産関連の組

織は独立した省庁組織であったが、省庁再編によって農業・農村開発・海洋漁業省の一

部となった。本プロジェクト実施機関である CSVTPM の管理委員会の招集は、同省大臣

によって行われ、CSVTPM の活動が国の方針に沿ったものになるよう監督するとともに、

管轄各機関との連携促進等でプロジェクトを支援する。新しい省になっても、漁業省の

組織は大きな変更が無く、本省は産業漁業局、海洋漁業・養殖局、教育・社会職業推進

局、協力・法務局及び総務・人事局の 5局からなり、海運の部分は別組織が所管してい
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る。また、所属機関として INRH、ONP、水産教育機関 8校を所管している。 

 

b. INRH カサブランカ本部 

本プロジェクトの実施機関である CSVTPM の運営方針と予算処置に関し、直接の責任

を持っている。運営委員会の議長も INRH の所長が務めている。 
INRH は 1996 年に国立漁業事務所が改組され、漁業省に所属する研究所として発足し

た組織で、研究所の活動は漁業資源評価計画の補強、海洋調査及び海洋特性と気象の分

析に関連した研究の促進、沿岸養殖の可能性の評価等である。 

カサブランカに本部を置き、水産資源部、海洋養殖部、海洋環境衛生水質部、海洋資

料センター等の部門を持つ。また、8ヶ所の地方支局、5ヶ所の地域センター、2ヶ所の

特別センターを統括している。 

 

c. 漁業公社（ONP）  

魚介類の国内流通促進を担っており、全国の魚市場の運営・管理、セリによる魚介類

の販売等を所管している。本プロジェクトに関連した業務としては、零細漁業の水揚げ

浜施設におけるセリ売りや魚の保管について、モデル漁村での鮮度保持や加工品の試行

に協力することが期待される。 

 

d. 漁業技術高等学院（ISTPM）  

「モ」国の水産の中心であるアガディールに位置し、高卒者を対象とした水産専門学

校で、2 年間の漁業学科、機関学科、水産加工学科を持つ。教員、施設設備共に高い水

準にあり、水産専門学校としては、北アフリカ随一である。 

水産加工コースも日本の援助により開設された。練習・調査船を使った漁獲物の漁獲

後処理と鮮度保持試験や水産加工品の開発等、CSVTPM と共同で実施することにより、効

率的で効果的な活動に繋がることが期待されている。また、開発された技術や加工品を

学校の授業で紹介することにより、普及効果も高まる。「モ」国には水産教育機関とし

て、ISTPM の他に漁業技術学院（ITPM）がアルホセイマ、サフィー、タンタンの 3ヶ所、

漁業技術教育・訓練センター（CQPM）がララシュ、カサブランカ、ラユーン、ダクラの

4 ヶ所に配置されている。これら 3 種類の水産教育機関は、レベル、専門課程の種類、

取得できる免許類の種類により分類されている。 

 

e. その他の関係機関 

農業・農村開発･海洋漁業省獣医局の獣医官は、市場、加工場における鮮魚、加工品

の品質検査を行い、輸出のための証明書を発行している。また、首都ラバトにあるハッ

サン II 世大学では、衛生・品質管理と加工の学術研究や市場調査を行っており、INRH

とも連携して活動している。 

 

3-2 プロジェクトの枠組み 

（1）プロジェクト名称 

水産物付加価値向上促進計画 

 

（2）協力期間 

2005 年 3 月～2008 年 3 月（3年間）の予定 

 

（3）実施機関 

農業・農村開発・海洋漁業省 国立海洋漁業研究所 水産物加工開発研究センター 

 

（4）裨益対象者及び規模 
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直接の裨益対象者：CSVTPM 職員 10 人 

間接的な裨益対象者：加工流通業者約 300 工場（約 60,000 人） 

沿岸漁業船約 450 隻（約 10,000 人） 

零細漁船約 2,500 隻（約 59,000 人） 

 

（5）上位目標 

「CSVTPM が開発に関係した新しい水産加工品及び衛生品質管理に関する手法や知見が水

産業界で活用される」 

（指標） 

・ CSVTPM が開発に関係した水産加工品が少なくとも数種類市場に流通する 

・ CSVTPM が実施した成分分析結果の内、少なくとも数件は水産業界で活用される

（製品のラベルに記載される、水産訓練校の教科書やマニュアルに使われる） 

・ CSVTPM から提案された水産物の保存方法及び鮮度向上に関する取り組みが水産

業界に取り入れられる 

 

（6）プロジェクト目標 

「水産物の付加価値向上に関する方法が CSVTPM の活動を通して水産業界3に提案される」 

（指標） 

・ 少なくとも 3タイプ以上の試作品が商品として水産業界に提案される 

・ 「モ」国における衛生品質管理ガイドラインのドラフトが水産業界に提案される 

 

（7）成果 

「成果 1 ：業界のニーズが CSVTPM の研究開発テーマに十分反映される」 

活動 1-1：加工場等の訪問調査により、加工業界の抱える問題を把握し、その解析を行

う 

1-2：衛生品質管理の問題及び国際ニーズに対する「モ」国の対応の現状を把握

し解析する 

1-3：CSVTPM 運営管理委員会及び技術委員会で研究テーマとその内容について検

討・決定し、進捗状況をモニタリングする 

（指標） 

・ 運営管理委員会が実施する CSVTPM 活動評価が 5段階で 4以上となる 

・ CSVTPM の活動成果に対する水産業界からの意見が研究テーマに反映される 

 

「成果 2  ：CSVTPM の水産加工分野の研究開発能力が向上し、新商品開発の可能性が高

まる」 

活動 2-1：C/P に対する加工品製造指導を行う 

2-2：水産物加工品製造マニュアルを作成する 

2-3：企業技術者等に対する水産物加工品製造研修を行う 

2-4：企業との新製品共同開発試験を行う 

2-5：試作品を見本市や試食会で発表する 

（指標） 

・ C/P が水産加工に関する研究テーマを実施するために必要な資機材の使用方法を

習得する 

・ C/P が水産加工品の加工手順を習得する 

・ C/P により水産加工の企業技術者向け訓練コースが実施される 

                                                 
3 本プロジェクトの枠組みで述べる水産業界とは個人を含む民間関係者及び政府関係機関を示す。 
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・ 企業の技術者たちと共同して 10 種類以上のサンプル製品が作成される 

・ 関係諸団体と共同で、サンプル製品紹介のための見本市や試食・展示会をプロジ

ェクト期間中に 2回以上実施される 

 

「成果 3 ：CSVTPM の衛生品質管理分野の試験研究能力が向上し、「モ」国版の衛生品質

管理ガイドラインの検討が進められる」 

活動 3-1：C/P に対する衛生品質分析技術指導を行う 

3-2：水産物の保存方法及び鮮度変化に関する分析を実施し、その結果の取り纏

めを行う 

3-3：水産物の衛生検査、原料の成分分析及び製品の品質分析等の化学分析を実

施し、その取り纏めを行う 

3-4：企業技術者等に対する製品の品質改善研修を行う 

3-5：魚食普及のための水産物の有効成分分析結果を様々な場で発表する 

（指標） 

・ C/P が衛生品質管理の研究テーマを実施するために必要な資機材の使用方法を習

得する 

・ C/P が衛生品質管理に関する検査手順を習得する 

・ 「モ」国における衛生品質管理ガイドラインのドラフトが作成される 

・ C/P により水産物の品質向上に関する企業技術者向けの訓練コースが実施される 

・ プロジェクト期間中の見本市や試食・展示会で水産物の有効成分分析結果のデー

タが 2回以上発表される 

 

「成果 4  ：零細漁業の漁獲物品質向上及び加工技術が提案される」 

活動 4-1：零細漁村における漁獲物の衛生品質管理及び加工品製造に関する現状を調査

する 

4-2：モデル零細漁村 2ヶ所を選定する 

4-3：モデル漁村で加工技術指導を行う  

4-4：モデル漁村での漁獲物衛生品質管理技術の指導を行う 

（指標） 

・零細漁業向け水産物品質向上マニュアルが作成される 

・零細漁村向け水産加工マニュアルが作成される。 

 

「成果 5  ：CSVTPM の広報活動が定期的に行われる」 

活動 5-1：CSVTPM の実施する研究開発の紹介に関するニュースレターを発行する 

5-2：CSVTPM のウエブサイトに活動情報を提供する 

（指標） 

・CSVTPM のニュースレターが年に 2回以上発行される 

・ウエブサイトが年に 2回以上更新される 

  

（8）外部要因（満たされるべき外部条件） 

プロジェクト上位目標とプロジェクト目標を達成するための外部条件は下記の通り

である。 

・零細漁業振興政策が継続する 

・水産物の輸出振興政策が継続する 

・魚食振興政策が行われる 

 

3-3 投入計画 
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3-3-1 日本側投入 

（1）専門家派遣： 

（滞在型 2名）チーフアドバイザー/水産加工技術、業務調整/衛生品質管理 

（短期）水産物加工、衛生品質管理、検査分析に関する各種技術分野及び広報技術等 

 

（2）供与機材：加工用機材、分析機材、普及用車両 等 

 

（3）研修員受け入れ：日本又は第三国での研修に毎年 2-3 名受け入れ 

 

（4）プロジェクト活動費： 

プロジェクト終了後にも継続的な支出を伴わず、且つ「モ」国側の負担が困難なもの

のみ日本側が負担する。 

 

3-3-2 「モ」国側投入 

（1）C/P： 

（政府）CSVTPM 所長（プロジェクトマネージャー）1名 

CSVTPM 研究者 5名（2005 年度に 1名増員され 6名となる予定） 

CSVTPM 技官 4名（2005 年度に 1名増員され 5名となる予定） 

（共同での活動実施者） 

水産物加工会社の技術者（セミナー参加者・共同開発者） 

     水産物流通業者（セミナー参加者・共同研究者） 

     漁民（モデル漁村グループ） 

     ※プロジェクト開始後に詳細は決定されるため人数等は未定 

 

（2）建物・設備・機材： 

CSVTPM 試験研究施設・資機材、執務スペース、会議室 

 

（3）プロジェクト活動費： 

本プロジェクト終了後も必要となる通常経費（研究開発及び品質検査等に関する試料

並びに薬剤等の消耗品経費も含む） 
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第 4 章 事前評価結果 
 

4-1 妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

・「モ」国国家政策上の位置付けは水産物の付加価値向上及び零細漁民の生計向上を目指す

プロジェクトの方向性と合致している。 

・我が国援助政策及び JICA 国別事業実施計画上の位置付けに関してもプロジェクトの方向

性と合致している。 

・頭足類等の水産資源の激減により、加工原料の調達が困難になっており、未利用資源の

有効利用に関する研究開発活動への期待は高く、プロジェクトの方向性と合致している。 

・2005 年 1 月、EU との貿易自由化協定の発効（トレーザビリティーを含む EU の食品安全

基準の順守）で、加工業界はその対応に迫られており、衛生品質管理に関する体制整備

を目指す研究開発活動への期待は高く、プロジェクトの方向性と合致している。 

 

4-2 有効性 

本案件は以下の理由から高い有効性が認められる。  

・水産加工及び漁船業界代表者並びに同分野に関係する研究機関の代表者等が運営管理委

員会に参加することになっており、実務者レベルでも上述関係者を招いて技術委員会を

設定している。従って、CSVTPM が業界のニーズを研究活動に反映させやすいシステム作

りを行っており、プロジェクトの目指す加工及び衛生品質管理に関する産官共同開発の

基礎は整っており、プロジェクトで開発された製品及び手法が実際に商品化、導入され

る可能性が高い。 

・プロジェクトの計画として、加工業者及び漁民等のニーズ調査、CSVTPM の C/P に対する

技術指導、民間との共同開発、見本市・試食会及びウェブ上での広報活動といった段階

的かつ包括的なアプローチを取っており、目標達成を容易にしている。 

 

4-3 効率性 

本案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・「モ」国では現在、全国普及センターを C/P 機関とした技術協力プロジェクト「零細漁業

改良普及システム整備計画」（2001 年度～2005 年度）が実施されており、零細漁民向け

加工マニュアル等を共同で開発することが可能である。 

・無償資金協力（2003 年度完成）により CSVTPM に供与された機材の仕様は、企業規模で使

用されることを前提としたものである。本プロジェクトではこれらの投入を利用して、

企業と共同での研究開発を行う予定になっており、新たな機材の投入は最小限に抑えら

れるため効率性は高い。 

・運営管理委員会及び技術委員会の構成者である ISTPM 及び海洋研究所が、研究室や訓練

船等を提供して、CSVTPM との共同研究や情報交換等を行うことが期待されており、投入

量が抑えられる他、お互いの機関が有する技術を相互補完的に高めることが出来ると期

待される。 

・CSVTPM のあるアガディール地区には全国の加工場の 3 割以上が集まる「モ」国水産業の

重要地であり、産業界ニーズの吸い上げに適した立地条件にある。（普及対象となるモデ

ル零細漁村もアガディール近辺に設定可能である） 

 

4-4 インパクト 

本案件実施によるインパクトは以下のように期待される。 

・零細漁民を対象とした活動に関しては、本プロジェクトでの研究成果やモデル漁村での

活動成果を全国普及センター（現在は訓練学校 8 校が支部機能を果たしており、その一



 

 - 32 -

つとして ISTPM が CSVTPM の近隣に存在する）が活用することになっており、成果が全国

に広まる仕組みが整っている。 

・試食会や見本市の結果を CSVTPM の研究開発に反映させることによって、「モ」国民の嗜

好にあった水産加工品が開発されると予測され、国内の水産物消費が増大し、食品の消

費者市場が活性化される可能性がある。 

・CSVTPM によって提案された加工技術及び衛生品質管理手法が水産業界に取り入れられ、

「モ」国水産物の付加価値が向上することによって、現在は廃棄されている漁獲物の残

滓や非可食部等の有効利用が進み、漁獲圧力が軽減されるものと期待される。 

・プロジェクトが裨益対象として設定した加工場や沿岸漁船は、多くの労働者を雇用して

おり（約 7万人：平均 1工場あたり約 200 人、1漁船あたり約 22 人）、プロジェクトの活

動により加工場・沿岸漁船の稼働率が向上すれば、彼らの生計向上に寄与するものであ

ると考えられる。また、プロジェクトは零細漁民が実施可能な加工品開発及び衛生品質

管理も対象としており、彼らの生計向上も見込まれる。 

 

4-5 自立発展性 

本案件は以下のように自立発展性が高いと考えられる。 

・本プロジェクトでは、日本で確立されている各加工形態（例えば、缶詰、魚肉ソーセー

ジ等）を中心に技術移転の計画を組み立てず、「モ」国内のニーズ調査及び分析を基に技

術移転の計画を立て、加工場と共同で研究開発を進める予定である。従って、単なる日

本の加工技術の紹介に留まらず、「モ」国の嗜好性に合った商品の開発に取り組むことが

出来る。そのため開発した商品が「モ」国加工業界に継続的に取り入れられる可能性が

高い。 

・CSVTPM には所長（プロジェクトマネージャー）、5 人の研究者（C/P 要員）及び 4 人の技

官（C/P 要員）が配置されており、さらに 2005 年の予算として CSVTPM の微生物研究室に

主任研究者、技官それぞれ 1 名を配置する予定となっている。従って、CSVTPM 運営に関

わる適切な人材が確保されているといえる。また、C/P は全て正規職員として採用されて

いるため、継続的に CSVTPM に所属することとなるため、プロジェクト終了後にも活動が

継続する可能性が高い。 
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第 5 章 総括 

 
本調査の実施に先立ち、2004 年 6 月に INRH 所長及び CSVTPM 所長と意見交換を行い（別

案件の出張：勝山）、水産物加工における新技術（製品）開発と品質向上に向けた協力の方

向性について認識の共有が図られた。本調査においては、更に具体的な活動内容とアプロ

ーチについても双方の合意形成が完了した。従来、INRH は政府の研究機関として、政府の

取組みに関する研究に重点を置き、その研究成果が民間に反映される事はなかったが、本

プロジェクトの協力拠点となる CSVTPM は、加工業界、市場関係者、漁業者に対して開かれ

た研究機関として位置付けられている。プロジェクトの活動内容についても、この体制を

最大限発揮するような内容を積極的に盛り込みつつ、特に、沿岸・零細漁業者の生計の安

定・向上に資することを目指すものとした。 

 

（1）プロジェクトの内容 

本プロジェクトでは、未利用資源の有効利用、水産物の加工品の多様化を効率的に進め

るために、産官共同の技術開発支援の項目を取り入れた。また、零細漁業者に対する支援

に関しては、これが「題目」のみに終始することが無いよう、２つのモデル漁村を選定し、

現場での実践を活動に取り入れることとした。更に、「モ」国の水産物及び水産物加工品の

全体的な品質向上について底上げを図るべく、輸出品に必要となるＨＡＣＣＰやＥＵ基準

とは別に、現在、「モ」国内で設定されている管理基準の見直しや追加についても CSVTPM

職員の能力向上を図りつつ提言を取りまとめることとしている。 

 

（2）関係機関との連携・協力 

本件はアガディールを拠点とするプロジェクトであるが、対象裨益者である加工場や水

産物市場、更に沿岸・零細漁民は「モ」国沿岸に広く分布しており、プロジェクトの成果

を確実なものとするためには、各地域に展開する漁業省支局や水産関連教育機関等の協

力・連携が不可欠である。今次調査においては、アガディールのほか、ララシュ、カサブ

ランカにおいて関係機関にプロジェクトの概要を説明しつつ協力を要請した。それぞれの

反応は概ね良好で、「モ」国内で新たに設立された唯一の水産物加工に関する機関である

CSVTPM を、水産界全体で盛り立てていこうとする意識が伺われた。こうした、積極的な国

内の支援を更に確実なものとするために、我が方から、技術的問題について具体的な国内

協力（調査・訓練船の活用、セミナーや普及試食会等の地方開催等）を協議する技術作業

グループの設置と活用を提案し、「モ」国側も前向きに検討するとした。 

 

（3）「モ」国水産業界の反応 

「モ」国水産加工は、底魚類のフィレ加工、タコのボイル冷凍処理、マグロ類の缶詰加

工の他、アンチョビの低発酵塩漬け瓶詰め加工を行っているが、魚種も加工形態も限定さ

れており、加工品の多様化と新たな市場開拓には強い関心があるものの、具体的な自立展

開は見出せない状況にある。また、品質管理に関しても、最近になってＥＵがヒスタミン

等の毒性を過剰評価し「モ」国産水産物加工品を返品する例が出てきているが、加工業界

としては原因解明すらも進められない状態であり、CSVTPM の今後の活動に対する期待は急

速に高まっている。他方、業界はこれまで、加工の高度化や多様化について経験を有して

おらず、また品質管理についても充分な検査機器を有していないことから、全てを CSVTPM

に依存しようとする意識・傾向も見受けられるため、プロジェクトの初期段階において、

関係業界に対し、プロジェクトの趣旨説明や活動の内容を充分に説明するほか、その限界

についても明確な認識の形成を図ることが必要と思料する。 
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第 6 章 協議事項におけるプロジェクトでの留意点 
 

（1）普及啓蒙活動の実施者 

本プロジェクトの活動内容として、零細漁民を対象としたものがある。調査団より、C/P

機関の人員の特性や地域的な制約を考慮し、当該分野の活動に関しては水産訓練学校や漁

業省の支局、ONP、他の研究機関が協力実施出来るよう「モ」側関係機関に提案した。また、

現在、「モ」国で零細漁業改良普及システム整備計画（2001～2006 年）が実施されており、

上述の普及関連機関と協力して普及啓発活動を実施しているが、小規模漁業従事者に対す

る普及・啓発活動に関して本プロジェクトとの連携を図ることを提案した。 

 

（2）零細漁民へのアプローチ 

上述した零細漁民に対するアプローチに関しては、既に C/P 機関も必要性を十分に認識

しており、協議を通じて、CSVTPM からのアプローチも問題なく進むことを確認した。 

 

（3）C/P の配置について 

現在 CSVTPM には所長、管理部門、研究者、技術者（合計 18 名）が配属されており、プ

ロジェクトの活動体制としては十分な人員が確保されていることが確認された。ただし、

「モ」国側の階級制度、人事体制の都合から、技術員（Technician）は準 C/P と位置付け

られる可能性が高い。なお、「モ」国側は今後更に 1 名の C/P（衛生品質管理）を追加採用

する予定である。 

 

（4）CSVTPM の役割 

調査開始前には、CSVTPM の役割として、水産食品の衛生品質管理に関する検査機関ない

しは HACCP 等の管理基準の承認機関になる意向があるかどうか不明であったが、「モ」国側

との協議において、3年間のプロジェクト期間で、大きな目標を立てることは非現実的であ

るとの結論に達した。他方、CSVTPM は、新商品開発や管理基準取得のための科学的検証等、

民間の要望に応える、開かれた技術研究機関としての役割を重視していることが明らかと

なった。 

本件に関連する事項として、CSVTPM としての活動指針の取りまとめが「モ」国側で進め

られているが、当面の活動として以下の内容が挙げられている。 

①小型浮魚缶詰加工における FDA（衛生基準）実施の有効性に関する科学的実証 

②零細漁村を対象としたムール貝加工に関する支援 

③アンチョビのビン詰加工におけるヒスタミン蓄積に関する研究 

これらの活動はプロジェクト協力内容に含めることができると考えられるため、今後優

先順位を双方で検討し、プロジェクト活動の一部として専門家による支援を行うことで合

意した。 

 

（5）将来展望としての第三国研修 

「モ」国側は、将来的には CSVTPM が仏語圏アフリカを対象とした水産加工開発分野の第

三国研修の実施機関になることを希望しており、JICA 側の意見と一致した。 

 

（6）プロジェクト対象地域 

CSVTPM はアガディールに配置されているものの、所掌が「モ」国全土に渡るため、プロ

ジェクト対象地域に関しても「モ」国全土（西サハラへの専門家派遣は不可）とした。た

だし、零細漁業に関する活動等では、モデルグループとしてアガディール近郊の漁村を選

定することとした。 
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（7）技術委員会の設置 

プロジェクトの実施に際して、JCC の他に詳細な活動の計画立案及びモニタリングを実施

することを目的とした技術委員会を設置することで合意した。同委員会メンバーは、CSVTPM

所長を含む C/P と、日本人専門家によって構成される。 

 

（8）商品開発における経済性（市場性）について 

「モ」国で開発される商品の市場は、国内及び EU が想定される。日本人専門家は、商品

開発に対して技術的観点から一般的なアドバイスをすることは可能だが、EU 等の外国市場

の開発に関する調査は活動に含まないこととした。 

 

（9）ローカルコストについて 

加工品試作の原料調達については、CSVTPM の予算により確保することの他に、共同して

活動を実施する他機関（民間も含む）からの調達も念頭に入れる必要がある。その他、調

査団より試薬等の消耗品に関しては、「モ」国側で負担するよう要請がなされた。 

 

（10）CSVTPM における管理基準等の整備 

「モ」国側関係者より、プロジェクト活動の一部として、CSVTPM の ISO 等基準整備テー

マとして取り入れたいとの提案がなされたが、具体的内容が「細菌類取り扱い機関」とし

ての認証であり、プロジェクトの主旨に合わないため扱わないこととした。 

 

（11）今後の予定等の確認事項 

・ 本調査後、2005 年 1 月頃までに JICA 本部で RD 案を作成する。 

・ 同 RD 案を JICA モロッコ事務所に送付し、「モ」国側と調整後、2005 年 2 月末までに

JICA モロッコ事務所長がサインする。 

・ 長期専門家 2名の派遣は 4月頃からを想定し、手続きを進める。 

・ プロジェクトの開始日は、長期専門家着任時とする。 

 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 1 調査団ミニッツ英文（PDM/PO 等含む） 

 





































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 2 調査団ミニッツ仏文（PDM/PO 等含む） 

 
 























 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 3 実施概念図 
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プロジェクト活動内容（水産加工開発分野）

零細漁民を対象とした活動（低次加工）
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衛生品質管理部門

零細漁民を対象とした活動

漁獲物の一次処理における衛生品質管理（船上処理）に
関する指導（普及）

流通時の衛生品質管理指導（普及）

漁獲物の衛生的取り扱いに関する指導（普及）

品質保持のための漁法指導（普及）

品質保持のための輸送法指導（普及）

水産加工場・沿岸漁業船を 対象とした活動
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別添 4 漁業省ならびに CSVTPM 組織図 
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モロッコ漁業研究所（INRH）組織概要
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